
白井市男女平等推進行動計画　取り組み評価シート

Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

記入
例

各センターでの男女共
同参画に関する講座の
実施

市民活動支援課

地域の拠点であるセンターにおいて、男⼥共同
参画に関する地域の課題を把握し課題解決のた
めに、センター管理者が中⼼となり講座や事業
を実施する。

公民館等による講座の開催（エンディングノート
を書いてみよう、ハッピースマイル術講座）

参加人数
合計118：女68：男
50：他0

講座や事業の実
施回数

回 9 15 Ｃ
目標値の実施回数に達しなかった
ため。

県や他市が実施している男女共同参画に関
する講座・講師の情報を提供した。

指定管理者によって、男女共同参画に関する
事業の必要性の意識に差がある。

B：概ね達成
一層、男女共同参画に関する事業の必要性を
指定管理者に理解してもらう必要があるた
め。

（1） 学習機会の提供
ア　各センターにおける学習機会の提供

1

各センターへの男女共
同参画に関する講座・
講師等情報の提供と講
座実施依頼

市民活動支援課
各センターが地域にあった男⼥平等推進の取組
が実施できるように、講座・講師情報の提供等
を実施する。

各センターが地域にあった男女平等推進の取組が
実施できるように、講座・講師情報の提供等を実
施した。

情報提供の実施 実施
講座・講師情報
の提供

- 実施 実施 Ｂ
情報共有を図ることができたた
め。

毎年、各センターに講座、講師等の情報を
提供した。

各センターに情報提供をすることにより、概
ね男女平等の推進に寄与した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

各センターでの男女共
同参画に関する講座の
実施

生涯学習課 参加人数 95人（59：36）

各センターでの男女共
同参画に関する講座の
実施

市民活動支援課 情報提供の実施 実施

イ　青少年女性センターの活用

3
青少年女性センターで
の男女共同参画事業の
実施

生涯学習課

⼥性のキャリアアップやスキルアップの⼿助け
や居場所づくり、また、男⼥が協⼒しあいなが
ら⽣活する意識を⾼めるため、指定管理者が中
⼼となり講座や啓発活動を⾏う。

①男女共同参画に関する講座を5回開催（子育て支
援講座、親子チャレンジ講座、女性支援講座）
②男女共同参画週間における周知・啓発活動を実
施（男女共同参画週間、国際ガールズ・デー、児
童虐待防止月間、女性に対する暴力をなくす運
動）

参加人数 77人（50：27）
講座や事業への
参加者数

人 77 400 Ｃ
目標値の参加人数に達しなかった
ため。

男女共同参画に関する啓発等を行っている
が、男女共同参画をテーマとした講座につ
いては、募集定員に達していない。

男女共同参画事業は、時代の変化により大き
く変化する職業観、家庭観などに対応した講
座など、ニーズを踏まえた講座開催を模索す
るよう、指定管理者と協議する。

D：未達成
計画期間中すべてで事業は実施したがすべて
で目標値を達成できなかったため。

4
青少年女性センターと
の連携

市民活動支援課
地域における男⼥平等の効果的な推進を図るた
め、青少年女性センターと連携し事業を⾏う。

例年福祉センターフェスティバルにおいて連携事
業を実施していたが、令和7年度は会場が確保でき
ず実施できなかった。

参加人数 未実施 参加者数 人 0 700 Ｄ
会場・講師が確保できず実施でき
なかったため。

青少年女性センターと連携して講座等を実
施したことにより男女平等の推進を図った
が、新型コロナウイルス感染症の影響等に
より実施できなかった年があった。

福祉センターフェスティバルでの講座等によ
る啓発を実施し一定の効果があったものと考
えられる時間の制限が大きかったところであ
る。
継続的に実施できる取り組みなど、他の手法
を検討する余地がある。

D：未達成
期間中すべてで数値目標を達成できなかった
ため。

ウ　生涯学習における学習機会の提供

5
市民大学校における男
女共同参画関連講座の
実施

生涯学習課

固定的性別役割分担にとらわれない意識の醸成
をするため、市民大学校における各種講座など
において男⼥平等に関する啓発や、男性の家事

参画につながる知識・技術の学習機会を提供す
る。

いきいきシニア学部において、そば打ち講座を実
施

受講者数
14人（6：8）

男女共同参画関
連講座の機会を
提供

回 1 2 Ｃ
目標値の実施回数に達しなかった
ため。

市民大学校における各種講座などにおい
て、男女平等に関する啓発や男性の家事参
画につながる知識・技術の学習機会を提供
することができた。

ささえあい発見学部は、地域活動等に結びつ
ける学部であるため、男女平等に関する啓
発、男性の家事参画につながる知識・技術の
学習機会）を組み入れることが難しい。

D：未達成
コロナ禍中は動画による講座や、緩和後には
調理に関する実習を再開したが目標値を達成
できなかったため。

6
なるほど行政講座の中
で男女平等に関連する
情報の提供

市民活動支援課
市民の固定的性別役割分担にとらわれない意識
を醸成するために、なるほど⾏政講座を実施す

る。

なるほど行政講座メニュー「誰もが自分らしく輝
ける社会を目指してから男女共同参画づくり～」
を継続して登録した。

開催回数 0回 開催回数 回 0 1 Ｄ
開催希望がなかったことから未実
施のため。

意識の醸成を図るため講座メニューを設け
たが、計画期間で申し込みがなかった。

申し込みがなかったため講座の周知と併せ
て、講座内容の変更や講座以外での意識の醸
成の方法についても検討が必要である。

D：未達成
申込件数が0であり目標値を達成できなかった
ため。

エ　さまざまな手法による啓発の実施

7
男女共同参画に関する
啓発の実施

市民活動支援課
市民の男女共同参画についての理解・問題意識
を深めるために、各種広報⼿段を活⽤し啓発を
⾏う。

男女共同参画週間時に、市役所で啓発パネル展示
を実施した。
市広報及び市HPに啓発記事を掲載した。

男女共同参画週
間啓発展示の実
施

実施
男女共同参画週
間啓発展⽰の実
施

- 実施 実施 Ｂ 実施することができたため。
毎年、市役所庁舎での啓発パネル展示を実
施した。

目標値を達成できたが、理解や問題意識を深
めるために複数個所で実施するなど、さらに
効果的な手法を検討する必要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

男⼥共同参画の図書資料の収集、保存、貸出を実
施した。 受入冊数 39冊 図書資料の提供 - 実施 実施

男女共同参画週間に企画展示を実施した。 展示回数 1回 企画展⽰の実施 - 実施 実施

男女共同参画に関する
図書資料の提供

文化センター
(図書館)

図書館利⽤者の男⼥共同参画に関する理解・問
題意識を⾼めるために、男⼥共同参画の図書資
料の収集、保存、貸出を⾏うとともに、男⼥共
同参画週間時に企画展⽰を実施する。

8

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

講座や事業の実
施回数

回 8 15
各センターが地域にあった男女平等推進の取組が
実施できるように、講座・講師情報の提供等を実
施した。

1
 

誰
も
が
そ
の
人
ら
し
さ
を
尊
重
で
き
る
社
会
を
つ
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ろ
う

2

地域の拠点であるセンターにおいて、男⼥共同
参画に関する地域の課題を把握し課題解決のた
めに、センター管理者が中⼼となり講座や事業
を実施する。

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

Ｃ

センターへの情報提供は実施した
ものの講座の実施に至らず目標値
に達しなかったが、工夫した講座
を開催出来ているため

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

講座内容を工夫しながら開催している。

講座の実施により地域の男女共同参画に関す
る課題解決に寄与した。引き続き講座の一部
に男女共同参画の視点を取り入れるなどの工
夫について、センターと協議していく。

工夫した講座を開催出来ていたが、数値目標
達成が２年となったため。

C：一部達成

各年度に刊行された本を中心に、男女共同
参画に係る資料を受入れした。
男女共同参画週間に合わせ、「男女共同参
画を考える」を年１回行った。

時代に即した資料を受入れ、利用者に提供す
ることができた。
展示を行うことにより、男女共同参画につい
て考える機会を設けることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたほ
か、時代に即した資料を受入れ、利用者に提
供することができた。
また、展示を行うことにより、男女共同参画
について理解を深める機会を設けることがで
きた。

Ｂ
受入数、展示回数とも目標に達す
ることができた。

資料１-１
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

オ　国際交流による理解促進

派遣者数 ０人 派遣者数 人 0 30

受け⼊れ数 ０人 受け⼊れ数 人 0 15

友好都市交流
（派遣）代表団
員数

人 0 20

友好都市交流
（受⼊）代表団
員数

人 0 20

11 国際理解事業の実施 企画政策課
多⽂化共⽣や多様性の⼤切さ、外国における男
⼥平等の状況について理解するため、異⽂化理
解講演を実施する。

11月15日（土）、ブルガリア共和国大使講演会を
開催した。

異文化理解講演
参加者数（人）

250
異文化理解講演
参加者数

人 250 200 Ａ
参加者数が対目標値125％とな
り、目標を上回ったため。

令和７年度で第34回目の開催となった。

毎年新しい国と地域の文化価値観に触れる機
会を提供した。
より幅広い世代の参加を目指し、周知を拡充
する。

B：概ね達成
数値目標を３年達成しているほか、毎年、異
なる国と地域の大使による講演会を開催して
おり男女平等の理解に寄与しているため。

（2） 教育現場での取り組み
ア　学校教育による理解促進

12
人権教育・豊かな人間
関係づくり実践プログ
ラムの実施

教育支援課

男⼥平等・⼈権への配慮にもとづいた⼈間関係
づくりやコミュニケーション能⼒を育てるため
に、豊かな⼈間関係づくり実践プログラムを実
施する。

①人権教室の実施
②人権集会の実施

実施校
①全小学校
②全中学校
③なし

実施した学校 - 全校 全校 Ｃ
ピアサポートに関しては、縮小傾
向であったが、令和７年度から完
全に実施しなくなったため。

人権教室は全小学校で、人権教室は中学校
では、生徒会活動等で全中学校で行った。
ピアサポートは児童生徒の実態に合う内容
ではなくなってきたこと、時数の確保が難
しいことから、令和７年度は実施する学校
はなくなった。

人権教室・人権集会では、発達段階に応じた
児童生徒の人権意識が高まった。

B：概ね達成 目標値を4年達成できたため。

13
情報モラルなどの教育
の実施

教育支援課

情報への接し⽅やインターネットを通じたいじ
め、偏見の助長、人権侵害等から身を
守れるよう、各教科指導等で情報モラル教
育を実施する。

①タブレットの使い方、ルールについて
②情報発信時の注意点
③SNSトラブルについて

実施した学校 全校 実施した学校 - 全校 全校 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

スマートフォンの普及、一人一台タブレッ
トの導入等、児童生徒を取り巻く環境の変
化に合わせた情報モラル教育を実施してき
た。

情報モラル教育を行っても、インターネット
やSNSに関連するトラブルは起きている。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたこ
とに加え、基本的な情報モラル教育は全校で
できているため。

イ　教職員への研修

14
人権教育に関する研修
会の実施

教育支援課

いじめ防⽌、虐待の予防、男⼥平等、性的少数
者への配慮など、⼀⼈ひとりの⼈権を尊重し、
個に応じた教育活動の推進を⽬的とした研修会
を実施する。

①夏季休業中や若年層対象研修を中心とした研修
会
②Y-Pアセスメントの実施

実施校 全校 実施した学校 - 全校 全校 Ｂ
教育委員会や各校の学校人権教育
の推進を計画通りに実施すること
ができたため。

①夏季休業中や若年層対象研修を中心とし
た研修会を実施
②年度初めに担当者会議を実施。年度末に
は実施報告書を提出してもらい、成果と課
題を共有した。

研修会を行ことで、一人ひとりの人権を尊重
し、個に応じた教育活動の推進を図ることが
できた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

ウ　キャリア教育 の実施【女性活躍推進計画】

15
性別にとらわれない
キャリア教育の推進

教育支援課
⼦どもたちが固定的性別役割分担にとらわれ
ず、キャリア選択ができるようにするために、
各教科等で授業を実施する。

①授業におけるキャリア教育
②「職業調べ」
③「職業人に学ぶ」

実施した学校 全校 実施した学校 - 全校 全校 Ｂ
各学校、当初の目標どおりに実施
できたため。

毎年、計画に沿って取り組むことができて
いる。

様々な職業人から具体的な話を聞くことがで
きた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

16
工業団地見学ツアーの
実施

産業振興課
さまざまな職業や働き⽅について触れる機会を
提供するため、⽩井⼯業団地⾒学ツアーを実施
する。

事業ニーズが低下していたことから、令和4年度産
業振興ネットワーク(市産業振興条例第8条規定)第
3回会議にて諮問の上、事業を停止した。

なし なし 参加者数 人 ─ 20 Ｚ
答申結果に基づき、実施しなかっ
たため。

答申結果に基づき、実施しなかった。
さまざまな職業や働き⽅について触れる機会
を提供する機会を提供したかったが、実際の
ニーズとの乖離があった。

D：未達成 計画期間中に事業を中止したため。

17
企業経営者による講演
会の実施

産業振興課
さまざまな職業や働き⽅について触れる機会を
提供するため、企業経営者による講演会を実施
する。

事業ニーズが低下していたことから、令和4年度産
業振興ネットワーク(市産業振興条例第8条規定)第
3回会議にて諮問の上、事業を停止した。

なし なし
「社長さんの話
を聞こう」の開
催

- ─ 実施 Ｚ
答申結果に基づき、実施しなかっ
たため。

答申結果に基づき、実施しなかった。
さまざまな職業や働き⽅について触れる機会
を提供する機会を提供したかったが、実際の
ニーズとの乖離があった。

D：未達成 計画期間中に事業を中止したため。

青少年国際交流の実施 教育支援課

青少年の国際理解を深めるとともに、多様な⽣
き⽅・考え⽅についての学習機会の提供を図る
ため、市内在住・在学の中学⽣をオーストラリ
アの交流校へ派遣し、オーストラリアの交流校
から⽣徒及び引率者を受け⼊れる。

友好都市交流の実施 企画政策課

多⽂化共⽣や多様性の⼤切さ、外国における男
⼥平等の状況について理解するため、友好都市
交流を実施し、外国での⽣活体験や外国⼈との
交流の機会を提供する。

友好都市キャンパスピ市）オーストラリアとの交
流をしていたが令和5年9月19日に友好都市協定が
破棄された。

なし なし

新型コロナウイルスの流行や洪水被害の影響によ
り中学生の派遣、受入れによる交流は休止してい
る。
R9年度からの実施に向け
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9

10

新型コロナ、洪水が続き令和２年度から未
実施が続いている。
令和9年度から計画外事業としての実施に
向け、オンライン交流等の新たな手法も含
め、多くの児童生徒が関わることができる
交流の在り方を検討。

コロナ等の影響により事業は休止
状態が続いており、当初想定していた効果は
得られていない。近年のデジタル化の進展に
よりオンライン等による代替手段や他の教育
活動においても同様の効果が期待できる状況
にあることから実施手法について整理が必
要。

D：未達成 計画期間中に事業を中止したため。

令和5年9月19に友好都市協定が破棄された
ため、以降は事業を実施しない。

なし D：未達成 計画期間中に事業を中止したため。Ｚ
友好都市協定が破棄されたことに
より、当初予定していた事業の実
施が不可となった。

Ｚ 未実施だったため
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

エ　性と生殖に関する健康と権利の教育の推進【DV防止基本計画】

18
養護教諭や保健師など
による性教育指導の実
施

教育支援課
児童⽣徒が性について正しい知識が⾝に付けら
れるように、保健体育科や家庭科等で授業の実
施をする。

学級担任、教科担任による指導。外部講師（助産
師）による性教育。

実施校 全校 実施した学校 - 全校 全校 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

各学校で児童生徒の発達段階に応じた性教
育の機会を設定し、行うことができてい
る。

性別や性に対する正しい認識が身についてき
ている。

Ａ：目標値
を達成

現在は、小学校高学年や中学生が対象となる
ことが多いが、小学校低学年への性教育につ
いても発達段階に合わせて進めていく必要が
あるため。

19 給食栄養指導の実施 教育支援課
⼦どもが⽣涯にわたり、⼼⾝ともに健康な⽣活
を送れるよう、給⾷栄養指導を実施し、望まし
い⾷習慣、健康な体の育成を⽬指す。

・学校給食をもとに学年に応じた給食指導の実施
・地産地消の取り組みの実施

実施校

・給食指導
　小学校：8校
　中学校：4校
（桜台小・桜台
　中を除く）
・地産地消の
　取り組み
　小学校：9校
　中学校：5校
（桜台小、桜台
　中は9月より）

実施した学校 - 全校 全校 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

・学校給食をもとに、学年に
　応じた給食指導の実施
・地産地消の取り組みの実施

・学校給食をもとに健康的な食生
　活についての指導を行うことに
　よって、給食の喫食意欲を高め
　ることができた。
・地産地消献立を取り入れ、地場
　産物の活用を推進することが
　できた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

（1） 家庭における男女共同参画の促進
ア　保育サービスの充実【女性活躍推進計画】

20 保育所等の充実 保育課
⼦育てに係る⼥性の育児負担の軽減と男性の育
児参加の促進を図るため、保育所等を充実させ
る。

市内12施設の保育所等において、保育を実施し
た。

待機児童数（年
度当初人数）
(人)

2人
待機児童数（年
度当初⼈数）

人 2 0 Ｂ

児童を受け入れるための保育士が
確保出来なかったことから、2名の
待機児童が生じたが、この計画に
おける取組みは保育所等の整備に
よる充実であり、受入枠は概ね計
画通りに確保できているため。

市内12施設の保育所等において、保育を実
施。
保育⼠不⾜の解消や離職防⽌を図り、保育
基盤の維持・向上に努めている。

市内12施設の保育所等において、保育を実施
し、受入れ枠を確保した。
障がい等により保育士の追加配置が必要な児
童が増えており、待機児童の解消のために
は、保育士の確保が課題となっている。

B：概ね達成
待機児童数の目標値は達成できなかったが、
保育所等の整備による充実として受入枠は概
ね計画どおりに確保できたため。

病児・病後児保
育実施施設数

箇所 2 2

延長保育実施施
設数

箇所 10 10

22
就学する保護者への保
育サービスの提供

保育課
保護者の⾃⽴促進を図るため、就学についても
就労と同様とみなし、保育所への⼊所を可能と
する。

保護者の就学についても、入所基準判定時及び入
所継続要件判定時に就労と同様とみなし、保育所
への入所（継続利用）を可能とした。

就学のため保育
所等を利用して
いる保護者の数

合計5人
女5人
男0人
他0人

就学する保護者
への保育サービ
スの提供

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

保護者の就学を事由とした保育所等の利用
を可能とした。

毎年、一定数の保護者が就学のために保育所
等を利用しており、就学する保護者を支援す
ることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

23
幼児教育・保育に係る
保護者の経済的負担の
軽減

保育課
保護者の経済的負担の軽減を図るため、低所得
世帯及び母子・父子家庭等の保育料の軽減を⾏
う。

①低所得世帯及び母子・父子家庭等に対して、保
育料等の軽減を行った。（保育料無償化対象外の
０～２歳児クラスまで）
②満３歳以上で幼稚園を利用している世帯の保育
料の補助を行った。

①低所得世帯及
び母子・父子家
庭等数
②満３歳児以上
で幼稚園を利用
している世帯

①54世帯
②479世帯

低所得者等の保
育料負担軽減

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

低所得世帯及び母子・父子家庭等の保育料
の軽減を行った。

保育料の軽減等により、低所得世帯等の経済
的負担の軽減することができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

24
ママヘルプサービスの
実施

子育て支援課
産褥婦の負担軽減のために、ママヘルパーを派
遣し、家事⽀援等を⾏う。

希望家庭にヘルパーを派遣し、母親の孤立化を防
ぐとともに、家事や育児の支援を行い、産後の
様々な不安に対する精神的・肉体的な負担の軽減
を図った。

派遣回数
派遣時間

派遣回数
315：315：0：0
派遣時間
573：573：0：0

ママヘルパー利
⽤者実⼈数

人 24 20 Ｂ 当初の計画通り実施できたため。 当初の計画通り実施できた。
産褥婦の負担軽減のために、ママヘルパーを
派遣し、家事⽀援等を⾏ってきた。

C：一部達成

数値目標達成が２年のためCとしたが、ママヘ
ルパーの需要が毎年一定でないため数値目標
のみで事業の効果を測ることは難しい。
男性の育児休業取得者が年々増加してきてお
り、育児・家事への参画の促進に繋がってい
ると考えられるため、支援者のいない家庭へ
支援を行うママヘルプサービスの需要の低下
が目標を達成できなかった要因として推測さ
れる。
なお、希望家庭にはヘルパーを派遣し、家事
や育児の支援を行い、産後の負担軽減を図る
ことはできた。

25 学童保育所の運用 保育課
保護者が安⼼して働くこと、男⼥の育児と仕事
の両⽴ができるよう、学童保育所の運⽤を⾏
い、児童の放課後の居場所を確保する。

市内小学校全てに学童保育所を設置した。
令和7年4月当
初の入所人数

750人
学童保育所実施
個所数

箇所 12 12 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

市内小学校全てに学童保育所を設置し、保
護者が就労している児童の受入を行った。
待機児童解消のため、一部の小学校におい
て空き教室を活用し、受入れ体制を拡充し
た。

共働き家庭の増加等により、利用率が年々増
加しており、引き続き受入れ体制の確保に向
けた検討、取組が必要である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

26
学童保育所に係る保護
者の経済的負担の軽減

保育課
保護者の経済的負担軽減を図るため、対象世帯
に保育料の⼀部を助成する。

対象になる者への補助を実施した。
令和7年度中減
免許可人数

196人
学童保育料の減
免

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

きょうだい同時利用世帯や低所得世帯に対
して学童保育料の減免を行った。

学童保育料の軽減により、きょうだい同時利
用世帯や低所得世帯の経済的負担の軽減する
ことができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

延長保育、病児・病後
児保育など保育サービ
スの実施

保育課

市民の育児と仕事の両立を支援するため、延長
保育（市内全保育所で実施）や病児・病後児保
育など、多様な住民ニーズに対応した保育サー
ビスを実施する。

病児利用人数 237人
白井聖仁会病院、鎌ヶ谷総合病院での病児・病後
児保育を実施した。
市内保育施設10箇所で延長保育を実施した。
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市内保育施設12施設中10施設で延長保育を
実施した。
鎌ケ谷市との広域連携により、白井聖仁会
病院及び鎌ヶ谷総合病院で病児・病後児保
育を実施した。

延長保育、病児・病後児保育とも、一定の利
用があり、市民の育児と仕事の両立支援に一
定の効果があった。

Ａ：目標値
を達成

期間中すべてで数値目標を達成できたため。
（延長保育については、当初の目標値である
10施設で実施しているが、現在保育施設が12
施設あり全施設での実施には至っていな
い。）

Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

イ　子育て世代を支える取り組み

27
ひとり親家庭の状況に
応じた就業・子育て・
生活支援などの実施

子育て支援課
ひとり親家庭等の⾃⽴や⽣活の安定、⼦どもの
健全育成を図るため、医療費の助成等を⾏う。

①ひとり親家庭等医療費助成
②児童扶養手当
③ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金
④ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金
⑤高等職業訓練修了支援給付金

①対象者数
②受給者数
③受給者数
④受給者数
⑤受給者数

①370人:358人:12人:0
人
②299人:286人:13人:0
人
③1人:1人:0人:0人

ひとり親家庭に
対する各種助成

- 実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施できたため。 当初の計画通り実施できた。
ひとり親家庭等の自立や生活の安定、子ども
の健全育成に対する支援ができている。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたこ
とに加え、ひとり親家庭等に対する生活支
援、各種給付、就労支援等が継続して行えて
いるため。

28 児童館事業の実施 子育て支援課
男⼥共に育児に参加し、分かち合う意識を共有
できるよう、母親だけでなく家族（父親）で楽
しめる講座を開催する。

親子で楽しめる簡単な工作やイベント等を行いな
がら同年代の保護者同士が交流を図れる場を設け
た。

親子教室の開催 実施 親⼦教室の開催 - 実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施できたため。 当初の計画通り実施できた。
親子イベントを通じて、同年代の
保護者同士が交流することができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたこ
とに加え、親子イベントを通じて、同年代の
保護者同士が交流することができているた
め。

初めて出会う絵本（4カ月育児相談）での、赤ちゃ
ん絵本の紹介と読み聞かせの実施

配布人数 184人
はじめてであう
絵本の実施

回 12 24

親子おはなし会でのわらべうたと絵本の読み聞か
せの実施

参加人数 61人
親⼦おはなし会
の実施

回 12 12

30 親元同居・近居の推進 建築宅地課

⼈⼝減少と少⼦化・⾼齢化を迎え、⼀定の⼈⼝
規模・⼈⼝構成のバランスを維持し、若い世代
と⾼齢者世代が互いに⽀え合い安⼼して暮ら
し、活⼒あるまちづくりを⽬指すため、⼦育て
や介護の⾯で互いに助け合える近居・同居のメ
リットに着⽬し、対象者へ住宅取得費⽤等の⼀
部について補助⾦を交付する。

補助事業の実施及び制度ＰＲ（市広報、チラシ配
布）

補助金を交付し
た世帯数

合計：19
女：6
男：13
他：0

転⼊世帯数（5年
の累計）

世帯 102 125 Ｃ

制度のPRにより若い世代の移住・
定住の促進に効果をあげている
が、計画期間の累計件数で見ると
目標件数に達していないため

補助事業の実施及び制度のＰＲを行った
（市広報、チラシ配布、ＳＮＳ）

近居・同居の補助事業を契機に、5年間で
102世帯の転入があった。市外に対しては、
他課と連携してより広く情報を発信していく
必要がある。

B：概ね達成

目標世帯数に達しなかったことは、周知方法
に課題を感じているが、目標世帯数の8割を超
える転入があったことは、評価できると考え
るため。

31
こども発達センターの
運営

障害福祉課

基本的な⽣活習慣や⼼⾝の発達を促し、保護者
の精神的・⾝体的な負担の軽減と地域社会への
適応⼒を養うため、保護者相談や⼦どもへの指
導・訓練を⾏う。

①児童発達支援
（個別療育・グループ療育）
②保育所等訪問支援
③相談支援

実施の有無

年間療育日数：230日
・児童発達支援　個
別：1,695件
グループ：2,437件
・保育所等訪問支
援：12件
・相談支援：241件

サービスの提供 - 実施 実施 Ｂ
更に地域支援や関係機関との連携
に向けた取り組みが必要であるた
め。

就学説明会や講演会の対象者の幅を拡げ、
こども発達センター利用者以外にも情報を
提供できるようにした。

児童発達支援、保育所等訪問支援共に、おお
むね利用児のニーズに沿った支援を提供する
ことができた。
引き続き、地域支援や関係機関との連携が必
要である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

ウ　妊産婦とそのパートナーへの支援

32
母子健康手帳の交付と
保健指導

健康課
妊婦及び家族の健康の保持増進、安⼼して出産
が出来るよう、個々の妊産婦に応じた⽀援・情
報提供を⾏う。

母子手帳交付時に、個々の妊婦に応じた保健指導
や情報提供を実施した。

母子健康手帳交
付人数

合計274人
女274人
男0人
他0人

保健指導の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

母子手帳交付時に、個々の妊婦に応じた保
健指導や情報提供を実施した。

母子手帳交付時には、専門職が全数面接を行
い、個々の妊婦に合わせ保健指導や情報提供
を実施し、必要に応じ関係機関と連携し、継
続した支援につなげることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

33
妊産婦への健全な食生
活の普及啓発

健康課

市民が健全な食生活を取り組むきっかけとな
り、健康維持・増進につながるように、妊産婦
とそのパートナーを対象とした講座にて普及啓
発をする。

「プレ☆パパママスクール」において、妊娠期の
健全な食生活に関する講話を実施した。

参加人数

合計49人
女30人
男19人
他0人

開催回数 回 6 6 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

計画の取組事業としているプレ☆パパママ
スクールでの講話の他、市ホームページや
「なし坊・かおりの子育て応援ナビ」など
のアプリ、メール配信にて、妊娠期の健全
な食生活に関する情報配信を行った。

妊産婦の数は年々減少していること、講座へ
の参加者数も年度により増減があることか
ら、プレ☆パパママスクールの参加者だけで
なく、新たにホームページやアプリ、メール
配信の活用により効果的に普及啓発ができて
いる。

B：概ね達成

数値目標を４年達成できたことに加え、普及
啓発について、講座のほか、ホームページ、
アプリ、メール配信など様々な方法で実施す
ることができたため。

34 新生児訪問の実施 健康課
育児不安が軽減され、夫婦で⼼にゆとりを持っ
て⼦育てができるよう、褥婦・新⽣児に必要な
訪問指導を⾏う。

新生児のいる家庭に訪問し、発育発達の確認と保
護者の相談に対応した。

訪問数 合計233人 訪問指導の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

新生児のいる家庭に訪問し、発育発達の確
認と保護者の相談に対応した。

令和５年度より希望制から全数実施に変更。
助産師・保健師が自宅に訪問し面談すること
で、児の様子や育児状況の把握、心配ごとへ
の対応など、具体的な助言により、育児不安
の軽減を図ることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

35
妊婦健康診査費用の助
成

健康課
妊婦の健康管理の充実と経済的負担を軽減し、
安⼼して出産できる環境を整えるため、妊婦健
康診査費⽤について助成を⾏う。

妊婦の健康管理と経済的負担の軽減のため、妊婦
健康診査の費用助成を実施した。

助成件数（延
数）

合計3,029件
妊婦健康診査の
助成

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

母子健康手帳交付時に妊婦健診受診券を配
布し、健診受診時の費用助成を行ってい
る。

医療機関や妊娠経過によって、受診券の利用
できる枚数に違いはあるが、健診にかかる自
己負担の軽減はできた。また、県外の医療機
関を受診し受診券が使えない場合は、償還払
いも対応しており、公平に助成はできてい
る。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

29
図書館児童サービスの
充実

文化センター
(図書館)

絵本を通じた親⼦のふれあいの場を提供するた
め、おはなし会などを実施し、地域や家庭での
⼦育て⽀援を⾏う。
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絵本の読み聞かせ、手遊びやわらべうたを
行うことで、親子のふれあいをさらに深
め、本の楽しさを味わってもらえるような
プログラムに取り組んだ

より多くの親子に事業に参加してもらうこと
で、地域や家庭での子育て支援につながるた
め。

B：概ね達成
数値目標を３年達成できたことに加え、より
多くの親子に事業に参加してもらうことで、
地域や家庭での子育て支援につながるため。

Ｂ

健康課の事業回数が24回から12回
になり、実績値は減となったが、
絵本を通じて親子の触れ合いを深
めてもらうことができた
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

エ　男性の家事・育児参画促進

36 男性料理教室の実施 健康課
男性の家事・育児参画の⽀援・意識付けをする

ために、男性向けの各種学習講座を実施しま
す。

未実施。 0 0 教室参加⼈数 人 廃止 - Ｄ 未実施のため。

コロナ禍で教室開催が出来なかった年は、
動画配信で実施したが、令和6年度までは
計画通り実施した。
令和7年度は目的を達成するため、啓発の
手法を変更した。

参加者数減のため、講座の周知方法を工夫し
たが、参加率の低迷により、講座のニーズが
低いと判断し、廃止した。
啓発の手法を変更し健康課事業の来所者への
講話及び資料配布やHP掲載を活用することで
広く意識付けができることとなった。

C：一部達成
目的を達成するため、教室形式を廃止し、他
の手法で工夫して実施したものの、数値目標
達成が１年のみとなったため。

プレ☆パパママスクールや子育て応援講座を開催
した。

参加人数

合計187人
女95人
男82人
他10人

プレ☆パパママ
スクールの開
催

回 6 6

⼦育て応援講座
の開催

回 2 2

38
育児講座・保育参加へ
の父親の参加促進

保育課
固定的性別役割分担意識を解消するため、育児
の場において男性参加を⽀援する。

①保育園における保育参加
②子育て支援センターにおける育児講座

参加人数

①合計564人
　女306人
　男258人
②合計62人
　女60人
　男2人

育児講座・保育
参加⽇の実施

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

公立保育所で実施する保育参加や子育て支
援センターで実施する育児講座のにおい
て、父親の参加を可能とした。

保育参加においては、父親の積極的な参加が
みられた。
子育て支援センターで実施する育児講座にお
いては、父親の参加人数は低調だったもの
の、土曜日などを中心に一般利用で父親が利
用する姿がみられた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

39
父親の家事・育児参加
の啓発

健康課
父親の家事育児参加を促すため、母子手帳交付
時に教育媒体の配布を⾏う。

母子健康手帳交付時に、父子手帳を配布した。 配布数

合計274人
女　0人
男　274人
他　0人

啓発パンフレッ
トの配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

母子健康手帳交付時に、父親に家事育児参
加を促す啓発パンフレットの父子手帳を配
布した。

夫婦そろって窓口に来所した際には、直接父
子手帳を見ながら話しができ、具体的に理解
してもらうことができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

オ　高齢者・障害者を介護する人への支援

講座参加者数 人 未実施 20

⾃主グループ新
規⽴ち上げ数

団体 3 2

利用人数 - 14 実施

家族介護教室の
開催

回 1 3

42
介護保険制度の施設入
所、居宅サービスや高
齢者サービスの実施

高齢者福祉課
要介護（要⽀援）認定者がいる家族の負担の軽

減を図るため、介護保険の各種サービスを提供
する。

各種介護保険サービスの提供を行った。
介護保険サービ
スの提供

実施
介護保険サービ
スの提供

- 実施 実施 Ｂ

介護保険サービスが必要な要介護
（支援）認定者に対し、介護サー
ビスの提供を行い数値目標を達成
したため。

介護サービス事業者へ介護人材の確保に対
する支援や運営指導などを行うことで、介
護保険サービスが必要な要介護（支援）認
定者に対し、介護サービスの提供が行われ
た。

要介護（要⽀援）認定者がいる家族の負担の

軽減に寄与した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

43
障がい福祉サービス等
の実施

障害福祉課

障がいのある⼈の家族等の介護負担を軽減し、

介護負担に男⼥差が⽣じやすい状況を改善する

ため、障がい福祉サービス等の適切な利⽤を促

す。

①障害福祉サービス
延べ利用人数　8,092人
支出額　1,205,625,986円
②障害児通所給付
延利用人数　8,251人
支出額　508,694,346円

実施の有無 実施
障害福祉サービ
スの運⽤

- 実施 実施 Ｂ 計画通りに実施できたため。

障がいのある⼈の家族等の介護負担を軽減
し、介護負担に男⼥差が⽣じやすい状況を
改善するため、障がい福祉サービス等の適
切な利⽤を促した。

おおむね利用者及び家族のニーズに沿った支
援を提供し、障がいのある⼈の家族等の介護

負担を軽減することができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

44
介護支援ボランティア
制度の運用

高齢者福祉課
⾼齢者の地域での活躍及び介護予防を推進する
ため、ボランティア活動の⽀援をする。

市の指定を受けた施設（介護施設や学童保育等）
でのボランティア活動を実施した。

介護支援ボラン
ティア活動者数

159人
介護支援ボラン
ティア活動者数

⼈ 68 150 Ｃ
活動者数は増加傾向にあるが、目
標値を上回る実績値が得られな
かったため。

登録者数
R7年度：159人
R6年度：160人
R5年度：171人
R4年度：161人
R3年度：169人

活動者数
R7年度：68人
R6年度：60人
R5年度：53人
R4年度：19人
R3年度：13人

指標については達成できなかったが、活動者
数は、計画初年度の13人から68人と着実に
増加をしており、また市の指定施設について
も24施設から47施設と増加をしている。
今後も引き続き、活動者数の増加と着実な事
業の実施を目指す。

D：未達成
期間中すべてで数値目標を達成できなかった
ため。

外出⽀援サービ
スの実施

- 未実施 実施

福祉タクシー利
⽤券の交付

- 実施 実施

46
障がい者への福祉タク
シー事業の実施

障害福祉課
介護者の負担軽減を図るため、福祉タクシー事
業を実施し、外出困難者の要望に応える。 福祉タクシー利用券の交付 交付数 合計337人

福祉タクシー利
⽤券の交付

- 実施 実施 Ｂ
外出困難者への支援として福祉タ
クシー事業を実施し目標値を達成
できたため。

介護者の負担軽減を図るため、福祉タク
シー事業を実施した。

外出困難者支援として福祉タクシー事業を実
施し介護者の負担軽減に寄与した。
引き続き、外出困難者への支援を実施する必
要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

交付人数 350人

介護予防教室(認知予防
教室)の実施

高齢者福祉課
認知機能維持・向上を⽬指すために、教室を実
施する。

高齢者及びその家族へ
の相談支援の実施

高齢者福祉課
⾼齢者を介護する⼈を⽀援するために、地域包
括⽀援センターで介護者の相談を受けるほか、
家族介護教室を⾏う。

講座参加者数
(人)

合計：14人
女性：12人
男性：2人

高齢者への外出支援
サービス・福祉タク
シー事業の実施

高齢者福祉課
介護者の負担軽減を図るため、外出⽀援サービ
ス・福祉タクシー事業を実施し、外出困難者の
要望に応える。

家族介護教室（移乗）の実施。

福祉タクシー利用券の交付

健康課

⽗親の育児参加の促進のため、妊産婦と家族
が、妊娠・出産・育児に必要な知識を得るとと
もに家族間のコミュニケーションの⼤切さを認
識する機会を提供する。
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40

41

45

37
マタニティ＆ベビー向
け講座の実施

コロナ禍では会場開催を見送り動画配信で
実施したり、開催回数を減らして実施。感
染状況を考慮しつつ、対面での講座を継続
して実施してきた。

土日開催のため、夫婦で参加することも多
く、妊娠・出産や育児について一緒に学ぶこ
とで、協力して育児していく気持ちを育むこ
とができた。

B：概ね達成
数値目標を４年達成したほか、開催方法を工
夫するなどして、継続して実施できたため。

令和４年度までは実施し、認知機能の維持
向上に寄与した。

今後の実施予定なし。 C：一部達成
計画期間中に事業を実施しなくなったが、数
値目標を２年達成したため。

概ね定期的に講座を開催でき、介護にかか
わる市民のニーズにこたえている。

１回あたりの受講者がやや少ない。 B：概ね達成
数値目標を４年達成し、概ね定期的に講座を
開催できているため。

交付人数
R7年度：350人
R6年度：308人
R5年度：278人
R4年度：315人
R3年度：260人

交付人数は年々増加傾向である。
R6年度末にて外出支援サービスを廃止し、福
祉タクシー券を年間上限36枚から48枚へ変
更し実施した。

B：概ね達成 当初の計画通り実施することができたため。

令和７年度は実施に至らなかった。
講座参加者数
(人)

未実施

Ｂ
外出困難者支援として福祉タク
シー事業を実施したため。

Ｄ 未実施のため。

計画どおり実施することができたＢ

目標値に達しなかったため。Ｃ
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

（2） 地域における男女共同参画の促進
ア　自治会等での男女共同参画促進

47

小学校区を基本的な単
位としたまちづくり協
議会の設立の推進及び
運営の支援

市民活動支援課

地域における男⼥共同参画の推進のため、各⼩
学校区で福祉・⼦育て・防犯・防災などの地域
課題や解決⽅法について協議するまちづくり協
議会の設⽴の推進及び運営の⽀援を⾏う。

（白井第二・第三・大山口・南山）小学校区の各
まちづくり協議会において、福祉・子育て・防
犯・防災などの取り組みを進めていくための支援
を行った。

小学校区まちづ
くり協議会設立
小学校区数(小
学校区)

4小学校区
⼩学校区まちづ
くり協議会設
⽴⼩学校区数

⼩学校
区

4 5 Ｃ 目標値に達しなかったため。

令和3年度に1小学校区、令和4年度に2小学
校区、令和6年度に1小学校区に小学校区ま
ちづくり協議会が設立し運営支援を行っ
た。令和7年度1小学校区立ち上げ支援を実
施。令和8年度中設立に向けて支援を実
施。

各まちづくり協議会において、活動や意思決
定に男女を問わず参画し、福祉・子育て・防
犯・防災などの取組を住民が主体となって実
施できた。
更新事業が多く、地域課題に対する新たな取
り組みに結び付いていない点が課題となる。

B：概ね達成
目標値は達成できなかったが、設立協議会数
は増えている。また、各協議会において、取
組が進んでいるため

48
自治組織との連携・支
援

市民活動支援課
地域において⼥性や多様な年齢層の参加を促す
ために、⾃治会等の⾃治組織に対して、補助⾦
の交付、情報提供等の多⾯的な⽀援を⾏う。

①市民自治組織活動補助金の交付
②行政連絡業務交付金の交付

市民自治組織活
動補助金交付世
帯数(世帯)

15,113世帯
市民自治組織活
動補助金交付世
帯数

世帯 15113 18500 Ｃ 目標値に達しなかったため。

自治組織に対し、市民自治組織活動補助金
及び行政連絡業務交付金を交付し、地域活
動に必要な経費の一部を継続して支援し
た。

補助金の交付により、自治組織の地域活動の
継続に寄与した。一方、補助金の交付世帯数
は目標値に達しておらず、自治会への加入促
進や担い手の確保がしやすい環境づくりが課
題である。

D：未達成

補助金の交付を通じて自治組織の活動を継続
的に支援し、地域活動の維持に一定の成果が
あったものの、すべての期間で目標値を達成
できなかったため。

イ　市民活動の支援

市民団体活動支
援補助金の申請
団体数(団体)

3団体
市民団体活動支
援補助金の申請
団体数

団体 3 10

交流事業への参
加団体数(団体)

61団体
交流事業への参
加団体数

団体 61 40

ウ　地域活動への参画促進

50
総合型地域スポーツク
ラブへの支援

生涯学習課

地域における経験や能⼒・意欲のある男⼥の活
躍の場をつくり、⽣きがいの増進や⽣涯スポー
ツの推進を図るため、総合型地域スポーツクラ
ブの活動⽀援を⾏います。

①活動場所の確保
②スケジュール作成、連絡
③問い合わせへの対応

活動クラブ数 ５団体
各クラブ登録⼈
数

⼈ 815 1000 Ｃ

実施計画に定める講師の派遣につ
いて計画通りにできなかったた
め。
また、目標値に達しなかったた
め。

各スポーツクラブで、自主運営ができてい
る。
会員数は増加傾向である。

指導者の高齢化により、増加した会員への指
導が困難になる場合がある。
クラブ間で連携をし、他クラブへ参加するこ
とで技術を身に着け、指導者を増やしてい
る。

D：未達成
活動支援を行い登録人数増加に取り組んだ
が、すべての期間で目標値を達成できなかっ
たため。

51
スポーツ指導者の育成
と参画促進

生涯学習課

スポーツ指導者の育成と地域活動への参画促進
を⾏うために、男⼥問わず、スポーツ指導者養
成講習会への参加⽀援や市スポーツリーダーバ
ンクの普及活動を⾏う。

平成30年度より県で実施しているスポーツ指導者
養成講座へ移行したが、令和４年度で終了したた
め、受講者の確保ができていない。また、総合型
地域スポーツクラブ指導者の高齢化や減少によ
り、受講希望者がいない。

受講者数 0人

千葉県⽣涯ス
ポーツ公認指導
員養成講習会の
受講者数

⼈ 0 10 Ｚ

千葉県生涯スポーツ公認指導員の
新規募集、千葉県地域スポーツ指
導者研修会の開催が令和４年度で
終了しているため。

平成30年度より県で実施しているスポーツ
指導者養成講座へ移行したが、令和４年度
で終了したため、受講者の確保ができてい
ない。
また、総合型地域スポーツクラブ指導者の
高齢化や減少により、受講希望者がいな
い。

スポーツ指導者確保のためにも、
市広報や市HP等でPR活動を行う必要がある。
令和７年度から広報で白井市スポーツリー
ダーバンクの紹介＆登録者募集の周知を実施
した。

D：未達成

平成30年度より県で実施しているスポーツ指
導者養成講座へ移行したが、令和４年度で終
了したため、受講者の確保ができていないこ
とにより目標値を達成できた年がなかったた
め。

52
経験を活かした地域活
動への参画促進

生涯学習課
地域における経験や能⼒・意欲のある男⼥の活
躍の場を提供するために、市民大学校において
各種地域活動の情報提供を⾏う。

①市民団体や市民講師を活用した講座の実施（8講
座）
②市民団体の活動内容や他課の事業の周知に係る
チラシ配布

参加人数 95人（59：36） 情報の周知 人 8 実施 Ｂ
目標値を達成したことに加え、工
夫した講座を開催出来ているため

カリキュラムの見直しにより、より地域活
動に寄り添った構成にし、各団体を紹介す
る講座や地域に着目した講座を実施した。

市民大学校受講者の高齢化が進んでいるた
め、若い世代に刺さる講座カリキュラムを検
討する必要がある。
また、ボランティア・市民活動への参加意欲
を高めることはできているが、団体に参加す
る方は少数である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

53 地域人材活用事業 教育支援課

児童⽣徒の学習に対する主体性や思考⼒・判断
⼒・表現⼒と豊かな⼼の育成を図るため、地域
の幅広い⼈材と教育⼒を⽣かして創意⼯夫を凝
らした特⾊ある教育を展開する。また、部活動
において児童⽣徒の技能向上を図るため、専⾨
的な指導・⽀援を⾏う。

邦楽体験、書初め指導、キャリア教育、歌声指
導、演劇指導

実施校 全校 ⽀援した学校 - 全校 全校 Ｂ
各校で実施し、目標値を達成でき
たため。

邦楽体験、書初め指導、キャリア教育、歌
声指導、演劇指導

主に体験学習を行うことで、自らの五感を
使って学習することができ、児童生徒の興味
関心や技能を高めることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたこ
とに加え、地域の特性を生かし、主に体験学
習を行うことで、児童生徒の主体的な学びの
態度を培うことができたため。

エ　ボランティア活動への参画促進

54
ボランティアセンター
の周知・利用促進

社会福祉課

経験や能力・意欲のある市民がボランティア活
動への参加により地域で活躍できるようにする
ため、ボランティアセンターの設置⽬的・事業
内容を周知する。

①福祉教育ボランティア養成講座②傾聴ボラン
ティア養成講座③音声訳講習会④初級手話講習会
⑤ボランティア交流会（防災セミナー）⑥こども
手話教室⑦福祉サマースクール⑧保育ボランティ
ア養成講座⑨親子関係改善講座

全31回
合計：131人
女性：99人
男性：32人

各種講座の参加
者数

⼈ 131 150 Ｃ
実施した講座のほかに災害に関す
る講座を予定していたが開催に至
らなかった。

既存のボランティア団体に所属してもらう
ことで、活動の活性化を目的に講座開催を
実施した。

受講希望の段階で人数に差があるので、様々
なツールを活用した周知を徹底する。

B：概ね達成
目標値には届かなかったが、各講座、既存の
団体へ新規加入者を得ることができた。

市民団体との連携・支
援

市民活動支援課

団体との連携協働によるまちづくりを推進する
とともに、意欲ある男⼥の活動の場を設けるた
め、NPOを含む公益活動を⾏う市内の団体に対
して、補助⾦の交付や交流⽀援等を⾏う。

2
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49
公益活動を行う市民団体に対し、活動に必
要な経費の一部を助成した。

補助金に応募する団体数は当初よりも減少し
ており、近年は横ばいで推移している。

C：一部達成

補助金の交付や団体同士の交流の場を設けた
ことで、公益活動の活性化と地域課題の解決
の一助となったが、目標値を達成した年が１
年のみとなったため。

目標値に達しなかったため。Ｃ
公益活動を行う市民団体に対し、活動に必要な経
費の一部を助成した。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

（3） 職場・労働における男女共同参画の促進
ア　事業主への働きかけ・後押し【女性活躍推進計画】

55
商工会や工業団地協議
会などとの連携

産業振興課

商⼯会や⼯業団地協議会などの団体と共通認識
を持ち、各市内事業者の⼥性活躍推進等の取り
組みを促すため、意⾒交換・情報提供等を実施
する。

①連絡調整会議の実施(工業団地協議会)
②その他情報提供(商工会、工業団地協議会）

会議及び意見交
換会回数

1回
連絡調整会議の
開催

- 実施 実施 Ｂ

令和6年度に実施した商工会青年部
や市内商店会との意見交換会を実
施しなかったものの、連絡調整会
議は実施し目標値は達成できたた
め。

令和6年度のみ見交換会を実施した。
令和6年度は意見交換会等を実施できたが、
継続ができなかったことが課題である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

56
女性の職域･役職の拡大
促進

産業振興課
⼥性の職域・役職の拡⼤についての意識啓発を
図るために、パンフレットの設置・配布を⾏
う。

①市HP上での情報提供
②関連パンフレット等の設置、関係機関への配布
（商工会、工業団地協議会)

情報の周知 実施 情報の周知 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

情報周知のためパンフレットの設置・配布を
行っているが、目新しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

57
総合評価方式入札の実
施

総務課

事業者の⼥性雇⽤促進を図るため、総合評価⽅

式⼊札の実施にあたり、⼥性雇⽤の有無を評価

項⽬にする。

総合評価方式（試行型）において、女性雇用の有
無を評価項目として設定

入札成立数 3件

⼥性雇⽤の有無
を評価項⽬とし
た総合評価⽅式
⼊札の実施

- 実施 実施 Ｂ
総合評価方式とした入札全てに女
性雇用の有無を評価できたため。

計画期間すべてで、⼥性雇⽤の有無を総合

評価⽅式⼊札の評価項⽬にした。

性雇⽤の有無を評価項目の一つとすることで

⼥性雇⽤促進に寄与したと考えられる。
Ａ：目標値
を達成

女性雇用の有無を評価項目とした総合評価方
式を実施し当初の目標どおりに数値目標を達
成できたため。

58
女性活躍推進法に基づ
く一般事業主行動計画
の策定・公表促進

産業振興課
市内企業の⼥性活躍推進法に基づく取り組みの
推進のため、各種啓発を⾏う。

推進法及び行動計画
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関への配布
（商工会、工業団地協議会)

啓発の実施 実施 啓発の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

啓発のためパンフレットの設置・配布を行っ
ているが、目新しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

59
融資制度や女性活躍推
進に関する支援制度の
情報提供

産業振興課
⼥性の職域拡⼤等のため、市内の事業所・事業
主に各種融資制度や⼥性活躍に関する⽀援制度
の情報提供等を⾏う。

女性活躍推進支援
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布（商工会、工業団地協議会)
③融資制度及び支援制度の情報提供(市HP等）なら
びに支援の実施

情報の周知 実施 情報の周知 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

情報周知のためパンフレットの設置・配布を
行っているが、目新しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

60

次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業
主行動計画の策定・公
表の促進

産業振興課
育児などを⾏う労働者が働き続けやすい環境を
つくるため、市内事業所に情報の周知を⾏う。

くるみん制度／子育てサポート事業
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関への配布
（商工会、工業団地協議会)

情報の周知 実施 情報の周知 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

情報周知のためパンフレットの設置・配布を
行っているが、目新しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

61
女性活躍推進法に基づ
く地域協議会について
の検討

市民活動支援課

地域での⼥性活躍推進につながるよう、事業者
向けの講演会を実施するとともに、効果的な連
携体制を構築するために、地域協議会について
検討する。

白井工業団地協議会が実施している研修の中で、
協議会及び商工会などの事業者を対象とした職場
におけるハラスメントに関する講演会を実施し
た。

参加者数 90 講演会の開催 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

白井工業団地協議会と連携し、毎年事業者
対象の講習会を実施した。

毎年70人以上の参加があり、事業者における
女性活躍推進につながる意識の醸成に寄与し
た。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

イ　ワークライフバランスの周知・促進【女性活躍推進計画】

62
各種認定取得事業者な
ど先進企業の公表

産業振興課
職場⽣活と家庭⽣活との両⽴しやすい職場環境
づくりの促進のために、男性の育児休業の取得
についての意識啓発を⾏う。

千葉県「社会活き活き！元気な会社」宣言
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関への配布
(No.56再掲)

市HPでの掲載 実施
ホームページへ
の掲載

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

HPへの掲載や情報提供を行っているが、目新
しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

63
育児・介護休業制度な
どの普及啓発

産業振興課
育児や家族の介護などを⾏う労働者が働き続け
やすい環境をつくるため、情報の周知を⾏う。

育児・介護休業制度啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布(No.56再掲)
③関係課情報提供及び共有（社会福祉課)

パンフレットの
設置・配布

実施
パンフレットの
設置・配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

HPへの掲載や情報提供を行っているが、目新
しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

64
労働時間短縮やフレッ
クス勤務制度の理解と
啓発

産業振興課
育児や家族の介護などを⾏う労働者が働き続け
やすい環境をつくるため、情報の周知を⾏う。

ワークライフバランス周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布（商工会、工業団地協議会)

市HPでの掲載 実施
ホームページで
の掲載

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

季節ごとにバナーを変更するなどHPの管理は
できているが、目新しさはない。

Ａ：目標値
を達成

当初の計画通り実施できたため。

情報の周知 - 実施 実施

年⾦労働相談の
開催

回 12 12

メンタルヘルス対策の
啓発

産業振興課
⼥性も男性も健康に働き続けられるよう、市内
の企業に対するメンタルヘルス対策の啓発を⾏
う。

メンタルヘルス対策（相談窓口、市年金・労働相
談）
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布（商工会、工業団地協議会)
③年金・労働相談の実施

年金・労働相談
実施回数

12回
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65
当初の計画通り情報提供や関連パンフレッ
トを設置を実施した。

取組内容（年金・労働相談）と目的が合致し
ていないことから、廃止もしくは再編が適当
と思われる。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

ウ　就労支援【女性活躍推進計画】

66
高齢者就労指導セン
ターの活用

高齢者福祉課
⼥性の⾼齢者も就労の機会を得ることができる

ように、就労に必要な講座を開催する。

講習会数：19回（11講座）
講座内容：手工芸、家事援助、パソコン、スマホ
の使い方など

講習会参加人数
（実）

合計：105
女：39
男：66

講習会参加⼈数
(実⼈数)

人 105 160 Ｃ
計画に基づき、高齢者就労に関す
る講習会を開催しているものの、
目標値をやや下回ったため。

講座開催数
R7年度：19回
R6年度：17回
R5年度：17回
R4年度：13回
R3年度：15回

参加人数
R7年度：105人
R6年度：112人
R5年度：156人
R4年度：133人
R3年度：98人

講座を開催することで⼥性の⾼齢者の就労機

会の獲得に寄与した。
C：一部達成

一定数の参加はあったが、目標値達成が1年の
みであったため。

就職⽀援セミ
ナーの開催

回 3 実施

無料職業紹介所
の運営

- 実施 実施

68
再就職支援事業の実施
や情報提供

産業振興課
就労を希望する⼥性が、就労に向けたスキル
アップを図れるように、セミナーの開催及び提
供を⾏う。

①女性向けを含めた再就職支援セミナーの開催
（鎌ケ谷市・印西市・我孫子市共催）
②周知啓発

再就職支援セミ
ナーの開催（4
市共催）

3回
再就職⽀援セミ
ナーの開催

回 3 3 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通りセミナーの開催や啓発を実
施した。

参加者のニーズをもう少し深堀りして、独自
のセミナーを行うなど検討が必要。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

エ　就業継続支援【女性活躍推進計画】

69
育児休業の周知・取得
促進

産業振興課
育児や家族の介護などを⾏う労働者が働き続け
やすい環境をつくるため、情報の周知を⾏う。

育児休業制度啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布(No.56再掲)
③関係課情報提供及び共有

パンフレットの
設置・配布

実施
パンフレットの
配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通りパンフレットの設置や情報
提供を実施した。

新たな取り組みなどが少なく、目新しさがな
い

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

70

事業者団体を通したセ
クハラ・マタハラ・パ
ワハラ防止のための啓
発

産業振興課
セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラス
メント、マタニティ・ハラスメントの防⽌を促
進するため、意識啓発を⾏う。

ハラスメント防止啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布(No.56再掲)

パンフレットの
設置・配布

実施
パンフレットの
配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通りパンフレットの設置・配布
により啓発を実施した。

新たな取り組みなどが少なく、目新しさがな
い

Ａ：十分で
きている

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

71
介護による離職を防ぐ
ための介護保険制度の
周知

高齢者福祉課
介護による離職を防⽌するため、介護保険制度
の周知を図る。

①市HPによる啓発
②介護保険パンフレットの配布

介護保険制度の
周知

実施
介護保険制度の
周知

- 実施 実施 Ｂ

介護保険制度のパンフレットを作
成し、担当課窓口や地域包括支援
センターで配布し、数値目標を達
成したため。

介護保険制度のパンフレットを毎年委託に
より作成し、制度の周知を図った。

地域包括支援センターや市などの相談機関へ
相談された際に、介護保険制度が広く周知さ
れたと考えているが、離職者防止の観点から
は、相談前であっても家族介護者等へ制度が
知れ渡ることが必要であるため、更なる制度
の周知を図る必要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成し、介護
保険制度は一定程度周知がされたと考えてい
るため。

オ　多様な働き方の支援【女性活躍推進計画】

72 起業・創業支援 産業振興課
⼥性経営者の育成（⼥性に限った制度ではな

い）のため、情報の周知と相談対応を⾏う。

創業支援啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設
置、関係機関への配布(No.56再掲)
③中小企業経営・創業なんでも相談の実施
④共催による創業セミナーの実施
⑤創業メルマガの実施

中小企業経営・
創業なんでも相
談の開催

実施
中⼩企業経営・
創業なんでも相
談の開催

回 11 12 Ｂ
相談員の日程の都合がつかず目標
値を下回ったが、概ね達成できた
ため。

当初の計画通り相談や歴代の創業塾等受講
者へのメルマガ送付よる創業支援を実施し
た。

事業を実施s他ことで⼥性経営者の育成にも

寄与した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

73
シルバー人材センター
の活用

高齢者福祉課
男⼥問わず⾼齢者就労の場を提供するため、シ
ルバー⼈材センターの事業運営の活性化を図
る。

シルバー人材センターの会員数：496人
受注件数
請負・独自事業：1,145件
派遣事業：
54件

シルバー人材セ
ンター会員数

496
シルバー⼈材セ
ンター会員数

人 496 500 Ｂ

シルバー人材センター活性化のた
め、計画に基づき実施しており、
会員数が目標値をおおむね達成し
ているため。。

会員数
R7年度：496人
R6年度：485人
R5年度：490人
R4年度：488人
R3年度：489人

計画に基づき実施していく。
Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

74 新規就農者への支援 産業振興課

地域農業の担い⼿となる新規就農者を育成する
ため、農業関係事業者と連携して就農⽀援講座
を開催する。また、男⼥を問わず就農希望者に
対し、農業委員会や県農業事務所等関係機関と
連携し、農地の斡旋や独⽴に向けた研修先農家
の紹介等の⽀援を⾏う。

我孫子市でデジタル技術を活用しながらブルーベ
リー観光農園を営んでいる堀氏を講師に迎え講演
会を実施

参加人数
合計11：女4：男7：
他0

新規就農者数
（累計）

人 3 5 Ｃ
目標値の人数に達しなかったた
め。

新規就農者の栽培技術、経営管理に関する
知識習得等、地域農業の担い手として、自
立した農業経営を行えるようにステップ
アップ講座等を通じて必要なサポートを実
施した。

新規就農に当たり、補助金等の経済的な支援
において、認定新規就農者の認定取得が交付
の条件になり、農機具等の初期投資におい
て、就農者の自己負担が大きい現状となって
いる。

C：一部達成
新規就農者への支援を実施したが、目標値達
成は1年となったため。

カ　相談の実施と周知【女性活躍推進計画】

75 労働相談の実施と周知 産業振興課
育児や家族の介護などを⾏う労働者が働き続け
やすい環境をつくるため、労働相談の開催及び
周知を⾏う。

年金・労働相談の実施及び周知啓発
県労働相談の周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関への配布
（商工会、工業団地協議会)
③中小企業経営・創業なんでも相談の実施

労働相談の開催
（回）

12回 労働相談の開催 回 12 12 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り周知啓発を実施した、

労働相談のニーズが低くなっている、あるい
は相談先としてあまり認知されていないと思
われることから、関係機関（市商工会・工業
団地協議会）での周知などが必要と思われ
る。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

67 無料職業紹介所の活用 産業振興課
市内の就業を希望している⼥性が企業に関する
情報を得られるよう、無料職業紹介所の活⽤及
び就職⽀援セミナーを実施する。

当初の目標どおりに実施できたた
め。

Ｂ

2
 

誰
も
が
さ
ま
ざ
ま
な
舞
台
で
自
分
ら
し
く
輝
け
る
社
会
を
つ
く
ろ
う

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

当初の計画通り無料職業紹介所の運営やセ
ミナーを実施した。

市内の就業を希望している⼥性が企業に関す

る情報を得ることができた。

Ａ：目標値
を達成

①無料職業紹介所の運営（通年）
②就職支援セミナーの実施（4市共催、年3回）

就職支援セミ
ナーの開催/無
料職業いう紹介

所の運営

実施
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

キ　非正規雇用労働者への支援【女性活躍推進計画】

情報の周知 - 実施 実施

労働相談の開催 回 12 12

77
非正規雇用労働者の
キャリアアップ・スキ
ルアップの促進

産業振興課
⾮正規雇⽤労働者のスキルアップ、職業訓練を
推進する事業主を⽀援するため、情報の周知を
⾏う。

資格取得及び職業訓練に関する周知啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布(No.56再掲)

パンフレットの
設置・配布

実施
パンフレットの
配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り周知を実施した。
職業訓練に関するパンフレットを取り寄せ、
無料職業紹介所へ配架した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

無料職業紹介所
の案内の周知

- 実施 実施

無料職業紹介所
の運営

- 実施 実施

ク　自営業者への取り組み【女性活躍推進計画】

79
自営業等における就業
環境の整備に関する情
報収集・提供

産業振興課

⾃営業者・⼩規模事業者向けの国等の⼥性活躍
推進に関する⽀援制度等について情報収集し適
宜提供することで、⼥性の参画・就業環境改善
を促進する。

中小企業経営・創業なんでも相談を実施した。
（一般社団法人千葉県能率協会提携事業）

経営なんでも相
談の活用支援

実施
経営なんでも相
談の活⽤⽀援

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り情報を収集し中小企業経
営・創業なんでも相談に活用した。

事業内容がNo.72に内包されており、統合が
適当と考える。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

ケ　農業者への取り組み【女性活躍推進計画】

家族経営協定の締結に
向けた支援・情報提供

産業振興課

家族経営協定の締結に
向けた支援・情報提供

農業委員会

農業者年金への女性農
業者や若い農業者の加
入の促進

産業振興課

農業者年金への女性農
業者や若い農業者の加
入の促進

農業委員会

73 68

農業者年⾦加⼊
者数

人 1 3

76

78

家族経営協定の
締結数

件

年金・労働相談の実施
市無料職業紹介所における事業者への条件周知等
関連法律及び最低賃金に関する周知啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布（商工会、工業団地協議会)

パートタイム労働者の
雇用・管理改善の促進

産業振興課
労働者の特性、能⼒に合った雇⽤管理を⾏い、
働きがいと安⼼のある職場環境を促進するた
め、情報の周知と労働相談を実施する。

無料職業紹介所の運営（通年）
及び周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布(No.56再掲)

無料職業紹介所
の案内の周知/
無料職業紹介所
の運営

実施
無料職業紹介所での適
切な求人情報の紹介

産業振興課
⾮正規雇⽤についても求職者が適切な求⼈情報
を得られるように、無料職業紹介所を運営す
る。
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80

81

家族全員の経営や⽅針決定への責任を伴った参
画を推進するため、農業者への家族経営協定締
結促進に向けた情報提供を⾏う。

農業者の⾼齢期の⽣活⽀援を図るため、広報や
個別訪問により農業者年⾦への⼥性農業者等へ
の加⼊促進を⾏う。

認定農業者説明会にて印旛農業事務所より
家族経営協定に関する説明を行い、制度の
周知を行っている。

引き続き、農業者への家族経営協定締結促進
に向けた情報提供を印旛農業事務所等の関係
機関と連携の上、行っていく。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

千葉県農業会議を講師に迎え、農業委員、
推進委員に対し、農業者年金の加入推進会
議を行った。

農業委員や推進委員と連携し、女性農業者に
対し加入促進を行ったが、委員ごとに取り組
みにばらつきがあった。

C：一部達成

当初の目標どおりに実施できたた
め。

戸別訪問により１名の農業者年金
加入につながったが、女性加入者
はおらず目標値を達成できなかっ
たため。

①市広報９月号、１１月号に記事掲載
②市HPに記事掲載（通年）
③加入促進のため戸別訪問実施

①認定農業者説明会にて家族経営協定のパンフ
レットを用いて説明
②新規就農者相談時に説明

家族経営協定の
締結数(件)

73

加入者数
合計1
女0
男1

情報の周知 実施

Ｃ

Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の目標どおりに実施できたた
め。

Ｂ

当初の計画通り無料職業紹介所の運営や周
知を実施した。

事業内容がNo.67とほぼ同じであり、統合が
適当と考える。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

当初の計画通り周知と労働相談を実施し
た。

年金・労働相談を実施することで、労働環境
に悩みを持つ人の相談の場を創出した。
市広報での周知を行っているが、認知度向上
のために周知方法の検討が必要である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

Ｂ

戸別訪問により8名の農業者年金加入につなが
り、女性加入者はいなかったものの目標値を2
年達成したため。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

（4） 市政における男女共同参画の促進
ア　審議会等市政への参画促進

82
審議会等方針決定の場
への女性の参加促進

総務課
⼥性の視点に⽴った意⾒等を⾏政に反映するた
め、審議会等の委員の選任時に⼥性委員の登⽤
に努める。

白井市審議会等の設置及び委員の選任に関する要
綱において、委員の選任にあたっては、女性委員
の登用に努め、当面の間、当該委員数の３割以上
となるよう要綱に位置付けいている。

委員数
男 367
女 180

⼥性委員の⽐率 ％ 32.91 33以上 Ｂ
女性委員の登用に努め、おおむね
目標値を達成することができたた
め。

審議会等の女性委員の割合は、
R3：32.4％、R4：32.0％、R5：33.7％、
R6：34.73％、R7：32.90％　　だった。

附属機関によっては、所掌事務や適する職業
構成などにより目標どおりの男女比を確保す
ることは難しいものもある。

Ａ：目標値
を達成

女性委員の登用に努め、おおむね目標値を達
成することができたため。

83
審議会委員への会議開
催時の一時的保育の実
施

総務課
子育て中の市民が審議会等に参加し発言する機
会を確保するため、⼀時保育の制度について、
周知を⾏う。

子育て中の市民が審議会等に参加し発言する機会
を確保するため、一時保育の制度について、周知
を行う。

利用件数 0件 制度の周知 - 実施 実施 Ｂ
審議会等の会議開催時の一時的保
育の利用は0件であったが、当初計
画どおり周知を実施したため。

一時的保育制度の利用回数は
R3：1件、R4：2件、R5：1件、R6：2件、
R7：0件だった。

毎年1～2回、一時的保育制度の利用があっ
た。

Ａ：目標値
を達成

計画期間すべてで目標値を達成したことに加
え、一時的保育制度について、庁内各課へ制
度の周知を毎年行っており、ほぼ毎年制度の
利用もあるため。

84
無作為抽出による公募
委員候補者登録制度の
活用

市民活動支援課

性別・年齢・地域等、幅広い層からの多様な市
民意見を市政に反映していくため、市の公募委
員の募集において無作為抽出による公募委員候
補者登録制度を活⽤していく。

審議会に延12名（実11名）が公募委員として就任
した。

登用実績
12人
（女：10人
男：2人）

公募委員委嘱者
数（5年間の平
均）

人 12 11 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の目標どおり無作為抽出による公募委
員候補者登録制度を実施した。

目標を達成できており、市民意見を市政に反
映することに繋がっている。

B：概ね達成

目標値を4年達成しているため。
また、多くの審議会等において公募委員を募
集しており、無作為抽出制度の活用が進んで
いるため。

イ　さまざまな参画機会の創出

85
市民参加条例に基づく
多様な意見反映の促進

市民活動支援課

市民参加条例に定められた様々な市民参加⼿法
の実施を促進し、市政に多様な意⾒の反映をす
るため、市民参加推進会議において、市が市民
参加条例に定められた市民参加を実施している
か調査・審議・評価を行う。

対象事業として15事業を評価した。 審査回数 5回
市民参加推進会
議における事業
評価

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の目標どおり市の市民参加について審
議・評価が実施できている。

目標を達成できており、市民参加条例に定め
る市民参加の手続きについては概ね取り組ま
れている。

Ａ：目標値
を達成

計画通り目標値を達成しており、実施した市
民参加について審査することで、より良い市
民参加の実施につながり、市民意見の市政へ
の反映に繋がっているため。

86
市政懇談会への多様な
参加の促進

秘書課
市民から広く意見や提案等を聴き市民参加のま
ちづくりを推進していくため、ホームページ等
で周知等を⾏う。

制度周知のためのホームページを更新した。
ホームページに
よる周知

実施
市政懇談会開催
数

回 0 20 Ｃ

当初設定した指標である市政懇談
会としては実施していないが、各
種計画等の策定段階で意見交換会
やワークショップ等を開催し、広
く意見や提案を聴く機会を設けて
いる。

市政懇談会開催時に性別や年齢に関わらず
多様な参加を促進した。

市民から広く意見や提案等を聞くことができ
たが、目標値である毎年度20回の開催は達成
できなかった。

D：未達成
市政懇談会は、市民または市長の希望により
開催するため、目標値の達成が困難であっ
た。

（1） DVの防止・対策
ア　予防・啓発【DV防止基本計画】

87
ＤＶ防止のための啓
発・窓口周知

子育て支援課

市民がDVについて理解を深めたり相談窓口等の
情報を得られるようにするため、予防・啓発に
つながる講座を実施したり相談窓⼝等の周知を
⾏ったりする。

①市広報、市HPへの記事の掲載
②DV防止対策講座の開催

啓発の実施
講座の開催

講座参加者　34人 講座参加者数 人 34 40 Ｃ

①実施できている。②目標値には
達していないが、DVの未然防止や
早期発見に資する講座を開催し、
子育て世帯や支援者の参加が見ら
れ、啓発が行えたため。

DV防止を目的に窓口や講座を通じて周知啓
発をはかってきた。

①実施できている。②目標値には達していな
いが、DVの未然防止や早期発見に資する講座
を開催できており、一定数の参加者は見られ
た。

D：未達成

市広報、HPへの記事の掲載はできており、、
DVの未然防止や早期発見に資する講座を開催
できており、一定数の参加は見られたが、目
標値に達していないため。

イ　相談支援【DV防止基本計画】

88
ＤＶ相談の実施や被害
者を保護するための支
援

子育て支援課
DV被害者の安全確保を図るため、相談対応や避
難⽀援を⾏いDVを終結させる。

DV相談を実施した。 相談件数 実施 DV相談の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

DV相談に応じて対応し、終結へと導いてき
た。

DV相談に応じて対応できている。
Ａ：目標値
を達成

DV相談に応じて対応し、目標値を達成できて
いるため。

89
被害者の自立を支える
継続的な相談支援

子育て支援課
DV被害者の安全を確保し⾃⽴を⽀援するため、
継続的な相談⽀援や情報提供を⾏う。

被害者の自立を支える継続的な相談支援を実施し
た。

緊急避難後の自
立支援

実施
緊急避難後の
⾃⽴⽀援

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

DV相談に応じて相談支援や情報提供を行っ
てきた。

DV相談に応じて対応できている。
Ａ：目標値
を達成

DV相談に応じて対応し、目標値を達成できて
いるため。

⼥性⽣き⽣き相
談の開催

回 24 24

⼥性⽣き⽣き相
談の開催

回 24 24

91
警察や配偶者暴力相談
支援センター、関係機
関との連携

子育て支援課
DV被害者の⽣命の安全の確保と避難後の⾃⽴を
⽀援するため、外部機関と連携し多⾯的な⽀援
につなげる。

県女性サポートセンターや警察等との連携を実施
した。

県女性サポート
センターや警察
等との連携

実施
県⼥性サポート
センターや警察
等との連携

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

DV相談に応じて外部機関と連携し、多面的
な支援につなげてきた。

DV相談に応じて多面的な支援に対応できてい
る。

Ａ：目標値
を達成

DV相談に応じて多面的な支援に対応できてお
り、目標値を達成したため。

女性生き生き相
談の回数（回）

24回
生き生き相談による援
助を必要とする女性へ
の自立支援

子育て支援課
さまざまな困難にある⼥性の⾃⽴と社会的⽀援
を図るため、⽣き⽣き相談により相談⽀援を⾏
う。

女性生き生き相談を実施した。90

2
 

誰
も
が
さ
ま
ざ
ま
な
舞
台
で
自
分
ら
し
く
輝
け
る
社
会
を
つ
く
ろ
う

3
 

誰
も
が
安
心
し
て
健
や
か
に
生
き
ら
れ
る
社
会
を
つ
く
ろ
う

さまざまな困難にある女性の相談支援に対応
できている。

Ａ：目標値
を達成

さまざまな困難にある女性の相談支援に対応
し、目標値を達成できているため。

当初の目標どおりに実施できたた
め。

Ｂ
さまざまな困難にある女性の相談支援を
行ってきた。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

（2） 虐待・暴力の防止・対策
ア　予防・啓発【DV防止基本計画】

92 暴力･虐待の予防・啓発 子育て支援課
市民の虐待・暴力防止についての意識付けや相
談窓⼝の情報を得られるようにするため、啓発
を⾏う。

各種啓発活動を実施した。
各種啓発活動の
実施回数

45回
各種啓発活動の
実施

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

虐待・暴力防止に向けて啓発を行ってき
た。

虐待・暴力防止に向けて啓発している。
Ａ：目標値
を達成

虐待・暴力防止に向けて啓発を実施してお
り、目標値を達成したため。

リーフレット配
布協⼒施設件数

件 45 38

家庭児童相談の
実施

- 実施 実施

94
障がい者虐待の予防・
啓発

障害福祉課
障がい者虐待発⽣の防⽌と早期相談につなげる

ために、情報提供・啓発を⾏う。

基幹相談支援センターの開所に伴い、虐待防止セ
ンター機能の一部を委託。基幹相談支援センター
と協力し、虐待防止のための周知啓発を行う。

情報提供・啓発
の実施

実施 啓発の実施 - 実施 実施 Ａ

例年の市広報等による周知に加
え、新たに基幹相談支援センター
による事業所向けの研修会の開
催、各事業所への出張研修等、障
害者虐待防止の周知啓発を3回行
い、実施回数が大きく増えたため

令和６年度までは障害福祉課にて障がい者
虐待等に関する周知啓発を実施し、障がい
者の権利擁護を図った。
令和７年度からは基幹相談支援センターに
一部委託し、積極的な周知を図ることがで
きた。

虐待研修等の実施により、施設従事者からの
虐待に関する予防の意識が図られた。
養護者虐待については、周知に留まり、積極
的な研修開催等には至っていないことが課
題。

Ａ：目標値
を達成

障がい者虐待発生について、市内事業所の意
識醸成は図られており、今後も継続していく
必要がある。

95
高齢者虐待に関する相
談窓口の周知

高齢者福祉課

⾼齢者虐待の発⽣を防⽌と早期相談につなげる

ため、⾼齢者虐待に関する相談窓⼝の周知を⾏

う。

高齢者虐待に関する市広報や市ホームページで周
知

高齢者虐待に関
する相談窓口の
周知

2回
⾼齢者虐待に関
する広報や⾃治
回覧での周知

回 2 2 Ｂ

高齢者虐待に関する通報・相談窓
口について、市広報やホームペー
ジ等と通じて周知し目標値を達成
した。

高齢者虐待に関する市広報により、相談窓
口の周知を行った。

⾼齢者虐待の発⽣を防⽌と早期相談に寄与し

た。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

イ　相談支援【DV防止基本計画】

96
児童虐待の早期発見・
早期対応

子育て支援課
児童虐待の解決・改善を図るため、早期発⾒に
努めるとともに、関係部署と連携した相談⽀援
を⾏う。

暴力対策ネットワーク会議（児童部会）を開催し
た。

暴力対策ネット
ワーク会議（児
童部会）の開催
数

６回
暴⼒対策ネット
ワーク会議（児
童部会）の開催

回 6 6 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

当初の計画通り会議を開催した。
児童虐待の解決・改善を図るため、啓発と連
携と併せて、関係部署と連携した相談支援を
行ってきた。

Ａ：目標値
を達成

児童虐待の早期発見・早期対応に向けて暴力
対策ネットワーク会議（児童部会）を適切に
実施し、数値目標を達成できたため。

97
地域包括支援センター
による相談事業の充実

高齢者福祉課
虐待等の解決・改善を⽬指すため、⾼齢者虐待

などの被害者、加害者への相談⽀援を⾏う。
高齢者虐待に関する相談支援を実施した。

高齢者虐待に関
する相談支援の
実施、虐待通報
への対応

実施
⾼齢者虐待に関
する相談⽀援の
実施

- 実施 実施 Ｂ

市民、介護サービス事業所等から
の通報を受け、事実確認と相談支
援を実施し目標値を達成できたた
め。

高齢者虐待に関する相談支援の実施、虐待
通報への対応を行った。

相談⽀援を⾏うことで虐待等の解決・改善に

寄与した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

98
障がい者虐待防止セン
ターによる相談の実施

障害福祉課
障がい者虐待等の解決・改善を⽬指すため、被
害者、加害者への相談⽀援を⾏う。

基幹相談支援センターの開所に伴い、虐待防止セ
ンター機能の一部を委託。
基幹相談支援センターと協力し虐待に対する相談
支援を行う。

虐待通報等への
対応

実施
虐待通報への対
応

- 実施 実施 Ａ
相談窓口を増やし、対応すること
ができたため

令和６年度までは障害福祉課にて障がい者
虐待等の相談支援実施し、障がい者の権利
擁護を図った。
令和７年度からは基幹相談支援センターに
一部委託し、幅広く相談を受け付けること
ができた。

相談支援の窓口が増えたことにより、相談件
数の増加につながった。
引き続き相談支援を実施し、個々の状況に応
じて関係機関等とも連携して、適切な権利擁
護を図る必要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

（3） ハラスメントやいじめの防止・対策
ア　予防・啓発【DV防止基本計画】

99
人権に関する啓発の実
施

市民活動支援課
市民の人権意識を高め、差別や偏見のない男⼥
が共に⽀えあう地域社会の構築をするため、⼈
権に関する啓発活動を実施する。

①人権週間期間中、市庁舎に横断幕・のぼり旗設
置、保健福祉センター内で啓発パネル展示を実
施。各センターに啓発チラシ・ポスターの掲示を
依頼。市HPや市広報に啓発記事掲載した。
②市内7小学校にて人権擁護委員による人権教室が
開催した。

人権教室参加児
童数

435人
⼈権教室開催校
数

校 7 9 Ｃ
市民への人権啓発を適切に十分
行っているが、人権教室開催校数
が目標値に達しなかったため。

①人権週間期間中、市庁舎に横断幕・のぼ
り旗設置、保健福祉センター内で啓発パネ
ル展示を実施。各センターに啓発チラシ・
ポスターの掲示を依頼。市HPや市広報に啓
発記事掲載した。
②市内小学校にて人権擁護委員による人権
教室が開催した。

各小学校での人権教室開催を目標としている
ものの、実施できない学校がある。
各小中学校に人権教室の必要性を伝え実施で
きるよう促す。

D：未達成
学校からの依頼に基づき実施するものである
ため、学校に働きかけたが目標値を達成でき
なかったため。

100
性的少数者に関する啓
発の実施

市民活動支援課
市民の性的少数者に対する理解・見識を深める
ため、広報やホームページ等で性的少数者に関
する啓発を実施する。

市HP及び市広報に性の多様性に関する啓発記事を
掲載した。

啓発の実施 実施 啓発の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年、市HPや市広報等で情報を発信した。
不特定多数に対する情報発信であり効果測定
が難しいため、測定できる客観的な指標を設
定する必要がある。

Ａ：目標値
を達成

情報発信を実施し目標値を達成できたため。

101
いじめ・暴力・虐待の
予防・啓発

教育支援課
学校におけるいじめや暴⼒⾏為、虐待などの未
然防⽌、早期発⾒、早期対応のため、教職員に
対する研修等を実施する。

・白井市小中学校生徒指導担当者会議（全３回）
・白井地区中高生徒指導会議（全３回）

いじめ解消率 95% いじめ解消率 ％ 95 80 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

情報社会の発達に伴うSNSに関連するいじ
め等に対応するため、常に新しい知識が得
られる研修、情報交換に取り組んできた。

県や全国の平均値と比べてもいじめ認知件数
の割合は少ない傾向にある。

B：概ね達成

目標値を達成できたためほか、各中学校区ご
とや他市の担当者との情報交換ができたた
め。

家庭児童相談の実施 子育て支援課

育児の負担や不安を軽減し児童虐待の防⽌を図

るために、家庭児童相談を実施し、必要な情報
提供やアドバイスを⾏う。

リーフレット配
布協力施設数

45件リーフレットを配布した。93

3
 

誰
も
が
安
心
し
て
健
や
か
に
生
き
ら
れ
る
社
会
を
つ
く
ろ
う

Ａ
当初の計画より多くの活動ができ
たため。

育児の負担や不安を軽減し児童虐待の防止を
図るために、家庭児童相談を実施し、必要な
情報提供を行った。

虐待・暴力防止に向けてリーフレットを
使っての啓発や相談を行ってきた。

Ａ：目標値
を達成

家庭児童相談を適切に実施し目標値を達成で
きたため。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

イ　相談支援【DV防止基本計画】

102 人権相談の開催 市民活動支援課
ハラスメント等で人権を侵害された市民の権利
擁護を図るため、⼈権相談を実施する。

8月を除く毎月第2木曜日に、市役所庁舎内にて人
権相談を開催した。
※令和6年9月から人権相談を予約制に変更したた
め、予約がなかった場合は開催なし。

人権相談の開催 実施 ⼈権相談の開催 回 5 11 Ｂ

目標値には達していないが、相談
予約があった場合に、開催できる
よう効率化を図っており、全ての
相談を望む人に対し、適切な対応
が図れたため。

8月を除く毎月第2木曜日に、市役所庁舎内
にて人権相談を開催した。

人権相談を実施し、様々な悩みや不安を軽減
した。

Ａ：目標値
を達成

人権相談を適切に実施し目標値を達成できた
ため。

103

スクールカウンセ
ラー、教育相談員、職
員による教育相談の実
施

教育支援課

学校⽣活や家庭⽣活での不安や悩みに対応し、
より良い⼈間関係づくりや充実した⽣活が送れ
るようきめ細かな⽀援をするため、児童⽣徒及
び保護者や教師を対象に、⾯接・電話・訪問に
よる教育相談を⾏う。

・相談員による面接相談、訪問相談
・相談員、指導主事による電話相談

相談人数（延べ
数）

合計293
男：178
女：115

教育相談の実施 - 実施 実施 Ｂ
年間を通して継続的に実施し目標
値を達成することができたため。

インターネット、スマートフォンの普及に
より社会が大きく変化していく中で、相談
者の不安や悩みに寄り添って取り組んでき
た。

相談者一人ひとりの状況を踏まえ、より良い
人間関係作りや充実した生活が送れるように
支援している。

Ａ：目標値
を達成

教育相談を行ってすぐに成果や変化が表れる
ことは少ないが、継続的に取り組みはできて
いるおり目標値を達成したため。

（4） DV・虐待被害者支援のための連携体制
ア　関係機関・関係課間の連携体制作り【DV防止基本計画】

代表者会議の開
催

回 1 1

担当者会議の開
催

回 12 12

（5） 防災・災害対策に関する取り組み
ア　地域防災力の向上

105 消防団員充実強化 危機管理課
⽇常からの地域防災・災害対策を推進するた
め、⼥性消防団員の加⼊促進に努める。

消防団各部における勧誘活動、広報しろい、市
ホームページ、SNS等での魅力発信、市職員に対す
る入団促進通知、梨光式でのチラシの配布、白井
駅・西白井駅へのチラシの設置を行った。

消防団員数
（ R8.3.31 現
在）

合計223人
男223人

⼥性消防団員数 人 0 5 Ｃ
募集を工夫して実施しているもの
の目標に達していないため。

少しでも、消防団の入団促進となるよう取
り組んだ。

団員数が年々減少傾向にある。ニュータウン
地区から消防団に入りやすい環境、女性も活
躍できる体制（広報活動）を検討していく。

B：概ね達成
募集を工夫して実施しているものの目標に達
していないため。

地区での防災訓
練の実施回数

回 10 13

なるほど⾏政講
座の実施回数

回 17 6

イ　災害に備えた体制整備

107 備蓄体制の整備 危機管理課
災害発⽣時の乳幼児や⼥性のニーズに対応する
ため、備蓄体制の整備に当たっては、配慮した
備蓄を⾏う。

乳幼児用として液体ミルクを購入した。 購入本数 192本
乳幼児や⼥性の
ニーズに配慮し
た備蓄

- 実施 実施 Ｂ
乳幼児用用の液体ミルクを計画通
り購入したため。

乳幼児用として液体ミルクを購入した。

災害発生時に、乳幼児や妊産婦等の要配慮者
が安心して避難生活を送ることができるよ
う、今後は、液体ミルク以外にも、多様な
ニーズに対応した備蓄物資や資機材等を整備
する必要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

108 避難所の開設・運営 危機管理課
災害発⽣時に避難者の性別や年齢等に配慮した
避難所運営を実施するために、男⼥がともに参
画できるよう努める。

避難所開設・運営訓練を２回実施した。避難所開
設実績はなし。

性別・年齢等に
配慮した避難所
の設営

実施
性別・年齢等に
配慮した避難所
の設営

- 実施 実施 Ｂ

避難所開設実績はなかったが、性
別や年齢等への配慮の視点を含む
避難所開設・運営訓練を実施した
ため。

避難所開設の際は、女性職員を配置してい
た。避難所開設・運営訓練時においても性
別や年齢等への配慮について扱った。

今後も災害発生時に避難者の性別等に配慮し
た避難所運営を実施できるよう、各避難所担
当職員に女性職員を１名以上配置し、訓練を
実施していく必要がある。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

（6） 性差を踏まえた生涯にわたる健康支援
ア　健診の実施

検診受診率（⼦

宮頸がん検診・
乳がん検診）

％
13.7
19.8

向上

検診受診率（前
立腺がん検診）

％ 7 向上

イ　健康に関する啓発と相談の実施

110 健康相談 健康課
市民それぞれが健康づくりに取り組むきっかけ
を作り、健康の維持増進につなげるため、健康
相談を実施する。

①随時、窓口・電話等で健康相談を実施
②年12回、保健センターで健康相談を実施
③年2回、冨士センターで予約制にて健康相談を実
施
④年24回子育て支援センターで乳幼児と保護者対
象の健康相談を実施

①面接相談実施
延人数
②電話・メール
相談延人数
③定例健康相談
での相談延件数

①1429人

②1749人

③303人

健康相談の開催
（定例）

回 36
同程度
（22
回）

Ａ 目標値を大きく上回ったため。

随時の窓口・電話等での健康相談実施のほ
かに毎月1回保健センターで健康相談を実
施
年に2回冨士センターで予約制にて健康相
談を実施
子育て支援センター（スマイル・フレン
ド）で毎月各1回乳幼児と保護者対象の健
康相談を実施

保健福祉センターだけでなく、子育て支援セ
ンターなど、より身近な場所で健康相談を実
施することで、相談しやすい体制を整えた。
これにより、健康相談の実施回数及び相談者
数が増加した。

B：概ね達成
目標値を3年達成し、より身近な会場での健康
相談を実施したことで、健康管理に活用しや
すい体制となり、相談者が増えているため。

111
性差を踏まえた生涯の
健康に関する情報提供

健康課
性差を踏まえた健康⽀援をするために、性差に
応じたがん検診の情報提供を実施する。

①１歳６か月児・３歳児健康診査の対象者に対
し、乳がん・子宮頸がん検診に関する情報提供を
実施
②節目年齢への受診勧奨はがきで、子宮頸がん・
乳がん・前立腺がん検診に関する情報提供を実施

①１歳６か月
児・３歳児健康
診査の対象者へ
のチラシ配布
②節目年齢への
受診勧奨はがき

①合計615人
女615人：男0人：他0
人
②合計5,613人
女3,048人：男2,565
人：他0人

チラシ配布率 ％ 100 100 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

１歳６か月児・３歳児健康診査の対象者へ
のチラシ配布、節目年齢への受診勧奨はが
きの送付を行った。

市で実施する各がん検診の申し込みに必要な
内容や方法（市公式ＬＩＮＥによる方法を含
む）について情報提供することができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

防災意識の向上と知識
の普及

危機管理課
災害対応の周知啓発を図るため、男⼥共同参画
の視点を踏まえた防災訓練・講習等を実施す
る。

①地区防災訓練・研修会等への参加
計7回
②防災アドバイザーの派遣　計3団体
③なるほど行政講座（防災講話）の実施　計17回

地区での防災訓
練の実施回数
(回)

10回

がん健診の実施 健康課
男⼥特有のがんの早期発⾒・早期治療を図るた
め、乳がん、⼦宮頸がん、及び前⽴腺がんの検
診を実施する。

①子宮頸がん検診
②乳がん検診
③前立腺がん検診

①子宮頸がん検
診受診者数
②乳がん検診受
診者数
③前立腺がん検
診受診者数

①合計1,947人　女
1,947人
男0人
他0人
②合計2,393人　女
2,393人
男0人
他0人
③合計561人
女0人
男561人
他0人

代表者会議を開催した。
代表者会議の開
催(回)

１回
暴力対策ネットワーク
会議の開催

子育て支援課
DV・虐待被害者が安⼼した⽣活を送ることがで
きるようにするため、関係課・関係機関等が連
携のもと効果的に⽀援できる体制を維持する。

104

106

109
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計画通り乳がん、⼦宮頸がん、及び前⽴腺
がんの検診を実施した。

受診率の向上に向けて受診の必要性等の啓発
や周知を様々な機会で行う必要がある。

Ａ：目標値
を達成

⼦宮頸がん検診・乳がん検診については計画

策定時と同程度の受診率となったが、前立腺
がん検診については向上し目標値を達成した
と考えられるため。

計画どおり実施し、目標値をおお
むね達成しているため。

Ｂ

Ｂ 当初の計画通り実施できたため。

Ｂ

まちづくり協議会や自治連合会支部と連携
し、小学校区単位での防災訓練を実施し
た。自治会・自主防災組織でアドバイザー
や危機管理監による講話を行った。

継続的に地区防災訓練を実施している地域が
ある一方、未実施地域もあるため、引き続き
未実施地域へ働きかけていく必要がある。

B：概ね達成
計画どおり実施し、目標値をおおむね達成し
ているため。

当初の計画通り実施できた。

DV・虐待被害者が安心した生活を送ることが
できるようにするため、関係課・関係機関等
が連携のもと効果的に支援できる体制を維持
してきた。

Ａ：目標値
を達成

暴力対策ネットワーク会議の開催を適切に実
施し目標値を達成できたため。

予定どおりの日数を行うことがで
きた。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

ウ　性に関する知識の啓発

112
妊娠・出産に関する知
識の普及と相談支援の
実施

健康課
安⼼・安全な妊娠・出産に向けて保健対策の充
実を図るため、母子健康手帳交付時の⾯接にお
いて個々のニーズに合った情報提供等を⾏う。

母子健康手帳交付時に、専門職が全数面接をし、
保健指導を実施した。

母子健康手帳交
付数

合計　274人
女　274人
男　0人
外　0人

保健指導の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

母子健康手帳交付時に、専門職が全数面接
を実施。個々の状況に合わせ、活用できる
支援制度に関する情報提供や、保健指導を
実施した。

全数面接することで問題点を明らかにし、必
要時早期に継続した支援につなげることがで
きた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

113
幼児期からの性（生）
教育の取り組み

健康課
乳幼児期から性（⽣）に対しての理解を促すた
め、幼児健診等で将来の思春期保健につながる
性教育に関する情報を提供する。

幼児健診で思春期につながる性教育のリーフレッ
トを配布した。

リーフレットの
配布数

合計　326枚
（男女別の数は出し
ていない）

リーフレットの
配布

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

幼児健診の通知にからだやいのちについ
て、保護者がどのように伝えればよいか情
報提供。幼児期から保護者がこどもに伝え
ていくことの大切さを啓発した。

性教育だけでなく、自己肯定感を高めるかか
わりにもつながる内容でもあるため、今後も
継続して情報提供していく必要がある。

Ａ：目標値
を達成

数値目標を達成できたことに加え、対象者に
もれなく配布することができているため。

（7） 多文化共生の推進
ア　外国人住民への支援

外国人市民との
交流会参加者数

人 0 200

世界のダンス＆
フードフェス
ティバル参加者
数

人 400 1000

115 外国人相談の実施 企画政策課
外国人市民の言葉や生活習慣の違い等による⽣
活への不安やトラブルを解消するため、外国⼈
相談を実施する。

電話や窓口等にて外国人市民からの相談の受付、
対応を行う。

外国人相談の開
催

実施
外国⼈相談の開
催

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

電話や窓口等にて外国人市民からの相談の
受付、対応を、やさしい日本語や英語で対
応できた。

日本語教室の利用についての相談が多数であ
り、外国人の日本語習得の支援に繋がってい
るものと考えている。
言語の壁にかかわらず、行政サービスを受け
られるように対応出来た。

Ａ：目標値
を達成

数値目標を達成できたほか、外国人市民に対
して、平等に行政サービスを享受できるよう
にできた。

116
外国人や外国人の親を
持つ子どもの就学など
への支援

学校政策課
外国⼈や帰国⼦⼥の児童⽣徒が学校⽣活や⽣活
習慣に慣れるようにするため、⽇本語指導の補
助教員を配置する。

外国人や帰国子女の児童生徒が学校生活や生活習
慣に慣れるよう、日本語指導の支援スタッフを配
置した。

補助教員配置人
数

合計8人
女7人
男1人

⽇本語指導の補
助教員の配置率

％ 100 100 Ｂ

支援が必要な児童生徒が在籍する
すべての学校に指導員を配置し、
目標値を達成することができたた
め。

人材及び予算の確保を実施した。 日本語指導が必要な児童生徒の数が多くなっ
ていることへの対応が課題となっている。

Ａ：目標値
を達成

支援を必要とする児童生徒が通う学校に指導
員を配置し、目標値を達成することができて
いるため。

（1） 推進体制の整備
ア　内部推進体制

117
男女共同参画推進委員
会による定期的な検討

市民活動支援課
男⼥共同参画施策について定期的な検討を⾏
い、横断的かつ効果的な取り組みにつなげるた
めに、男⼥共同参画推進委員会を開催する。

男女共同参画推進委員会（関係課長会議）を3回実
施した。

男女共同参画推
進委員会の開催

実施
男⼥共同参画推
進委員会の開
催

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年推進委員会を実施し、庁内横断的な検
討を行った。

推進委員会により、毎年の計画の進行管理の
ほか、計画の策定方針や職員対象のマニュア
ルなど、横断的な内容について検討できた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

118
性的少数者に配慮した
対応マニュアルの作成

市民活動支援課
性的少数者の⼈権への配慮を推進するために、
職員の対応マニュアルを作成し、周知・普及す
る。

「白井市職員・教職員のための性の多様性に関す
るガイドライン」を作成し、市HPに公開してい
る。

窓口対応マニュ
アルの作成

実施
窓⼝対応マニュ
アルの作成

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

ガイドライン作成以降、庁内や市HPで公開
している。

庁内に性の多様性に配慮したマニュアルを周
知し、窓口での対応の向上に寄与した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

イ　男女共同参画推進会議による審議と助言

119
男女共同参画推進会議
による定期的な助言

市民活動支援課

市の男⼥平等推進施策を効果的に推進するた
め、当計画の進捗状況及び市の男⼥共同参画施
策について、市民及び学識者、市内各種団体の
代表者からなる⽩井市男⼥共同参画推進会議を
開催し、第三者の視点からの議論と評価、助⾔
をいただく。

男女共同参画推進会議を開催した。 会議の開催 実施 会議の開催 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年会議を開催し計画の進行管理やガイド
ラインの作成に対し議論や助言をいただい
た。

第三者から、学識や事業者、市民等それぞれ
の立場からの意見等をいただき、新たな計画
の策定のほか、市の施策やガイドラインに反
映させることができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

ウ　計画の進行管理と見直し

120 達成状況の年次報告 市民活動支援課
男⼥共同参画等の視点から当計画の効果的な推
進を図るため、進捗状況について毎年進⾏管理
の実施・報告を⾏う。

令和5年度事業について進行管理を実施した。 進行管理の実施 実施 進行管理の実施 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年計画の進行管理を行った。
毎年進行管理を行うことで、次期計画に盛り
込むべき効果的な事業の検討に活かすことが
できた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

121
男女平等に関する住民
意識調査の実施

市民活動支援課
男女平等に関する市民・在勤者の意識について
把握するために、住民意識調査を実施する。

令和6年度に実施した住民意識調査を時期計画策定
に活かした。

住民意識調査の
実施

なし
住民意識調査の
実施

- 未実施 実施 Ｄ 実施しなかったため。
計画策定に向けて調査研究し、令和6年度
に実施したため、令和7年度は実施しな
かった。

住民意識調査の実施は数年に一度のため、指
標を見直すなどにより適切に評価する必要が
ある。

C：一部達成
最終年度では住民意識調査を活用したものの
指標の目標値を達成できなかったため。

外国人市民交流による
相互理解の推進

企画政策課
地域の外国人と市民の交流が促進し、差別や偏
⾒のない多⽂化共⽣社会を⽬指すため、外国人
市民交流事業を実施する。

3月1日（日）、世界のダンス＆ミュージックフェ
スティバルを開催した。

世界のダンス＆
ミュージック
フェスティバル
参加者数

400114

3
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昨年同様にダンス＆ミュージック
フェスティバルを開催。昨年度と
同様な参加者数を維持できたが目
標値は達成できなかったため。

国際交流祭りについては令和6年度
より事業廃止。

毎年、委託業者と調整を図り、フェスティ
バルを開催している。

外国人市民と一般市民との友好交流の場とし
て機能している。
各国の文化理解の一助となる。

C：一部達成

国際交流祭りは、計画期間中に事業廃止した
が、目標値を1年達成できた。世界のダンス＆
ミュージックフェスティバルは、コロナ禍の
影響で当初のダンス＆フードフェスティバル
から形態を変更したものの、外国人市民と日
本人市民の交流を促進することができた。
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

エ　県や関係機関との連携

122
男女共同参画地域推進
員事業など、千葉県と
の連携

市民活動支援課
効果的・効率的に男⼥平等推進を⾏うために、
県と連携し事業を実施する。

県地域推進員会議及び県地域推進員事業に参加し
た。

県地域推進員会
議の参加(回)

5
県地域推進員会
議の参加

回 5
全てに
参加

Ｃ 目標値に達しなかったため。
他の会議日程との重複などからすべての参
加は達成できなかった年があった。

県地域推進員会議は地域推進員が主体となる
会議であるため、職員が出席することでどの
ように男女平等の推進につなげていくかが不
明瞭となってしまったたので、目的に対する
実施方法を検討する必要がある。

B：概ね達成 目標値を3年達成できたため。

123
他市町村との連携、情
報交換

市民活動支援課

先駆的な事例を把握し、効果的な取り組みの実
施につなげるため、ちば男⼥共同参画⾏政担当
者連絡会議に出席し、他市町村との連携、情報
交換を⾏う。

ちば男女共同参画行政担当者連絡会議へ出席し
た。

ちば男女共同参
画行政担当者連
絡会議への出席

実施
ちば男⼥共同参
画⾏政担当者連
絡会議への出席

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

令和3年度は新型コロナウイルス感染症の
影響により中止となったが、それ以降は毎
年参加し、他市町村と情報交換を行った。

他市町村との情報交換により得た情報を、事
業や計画に活用した。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

（2） 市役所におけるワークライフバランスと女性活躍の推進
ア　女性職員の採用・登用

124
性別にとらわれない採
用の推進

人事課
男⼥とも職域の拡⼤を図るため、全ての職種に
ついて、性別関係なく採⽤を⾏う。

全ての職種について、性別関係なく採用を行っ
た。

性別にとらわれ
ない採用試験の
実施

実施
性別にとらわれ
ない採⽤試験の
実施

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年の職員採用において、全ての職種につ
いて、性別関係なく採用を行った。

課題は特にないため、性別にとらわれない採
用試験を今後も継続して実施していく。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

125
女性管理職の登用に向
けた研修の強化

人事課

管理職としての能⼒を備えた⼥性職員を育成す

るため、⼥性活躍推進研修への参加により、⼥

性職員の能⼒・意欲の向上を図る。

管理職に階層別研修を実施した。
管理職・課長研
修　３人

管理職・課長研修
４名（うち、女１、
男３）

研修への参加者
数

人 1 3 Ｃ
予定通り実施したが目標値に達し
なかったため。

・令和７年度　管理職・課長研修　４人
（うち、女１、男３）
・令和６年度　管理職・課長研修　１３人
（うち、女５、男８）
・令和５年度　管理職・課長研修　１６人
（うち、女１、男１５）
・令和４年度　管理職・課長研修　１５人
（うち、女２、男１３）
・令和３年度　管理職・課長研修　１７人
（うち、女３、男１０）

毎年、予定通り管理職に階層別研修を実施し
た。研修実施人数は、管理職に昇格する職員
数に寄るため、目標に設定するものが研修で
良いのか検討も必要である。

B：概ね達成
予定通り実施しし、目標値を3年達成したた
め。

イ　男女共同参画に関する研修実施

126
男女共同参画に関する
職員研修の実施

市民活動支援課
職員の意識改⾰を図るため、男⼥共同参画につ
いて庁内外の課題に沿ったテーマを設定し職員
を対象にした研修を⾏う。

①新規採用職員研修
②職員研修

研修の開催 実施 研修の開催 - 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

毎年、新規採用職員や職員を対象に庁内研
修を実施した。

毎年の新規採用職員研修のほか、職員につい
ては対象となる職位を変えることで多くの職
員を対象とし、意識改革を図った。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

ウ　職場環境の改善・長時間労働の削減

男性の育児休業
取得率

％ 60 30

配偶者の出産休
暇、育児参加休
暇の取得率

％ 100 100

128
育児や介護制度の職員
向けガイドラインの活
用

人事課

職員の仕事と⽣活の調和を図るとともに、男⼥
の役割分担に対する固定観念を払しょくし、男
⼥共同参画の推進を図るため、職員が育児や介
護制度利⽤できるようガイドラインを周知す
る。

定期的及び制度改正時、育児や介護制度を全職員
に周知。電子会議室に保管、活用した。

全職員への周知 実施
ガイドラインの
周知

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

制度改正に伴い、例規改正及び「仕事と子
育て両立支援制度」ガイドラインを修正。
都度全職員へ周知・活用した。

制度利用者が増えてきており、必要時に情報
が得られるようになっている。制度が複雑化
しているため、子育て・介護制度ともにわか
りやすい記載が必要である。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

年次休暇の平均
取得⽇数

日 13.52 12

ノー残業デーの
実施

- 実施 実施

年次有給休暇の取得促
進とノー残業の促進

人事課

職員のワークライフバランスの取り組みを推進
するため、年次有給休暇取得促進の周知、時間
外勤務の上限規制の周知及びノー残業デーを実
施する。

男性職員の育児休業取
得の促進

人事課

職員の⼦育て⽀援と仕事と⽣活の調和を図ると
ともに、男⼥の役割分担に対する固定観念を払
しょくし、男性職員の育児休業取得を促進する
ため、育児休業等の制度を周知する。

新たに対象となった男性職員へ個別に制度の説明
と取得を希望する職員と所属との調整を行った。

男性の育児休業
取得率(％)

60%

全職員に、前年度取得状況の公表と休暇取得を推
進している旨のお知らせ、毎週水曜日の終礼後に
ノー残業デー啓発放送を庁内放送を流した。

年次休暇の平均
取得日数/ノー
残業デーの実施

13.52日/実施129

127
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令和5年度から本人又は配偶者の妊娠が分
かった職員に対し面談実施及び情報提供開
始。

5年平均男性の育児休業取得率64.3％。 B：概ね達成 目標値を3年達成できたため。

例年、年次有給休暇取得率が課ごとにわか
るよう周知啓発実施。時間外勤務の上限規
制及びノー残業デーの周知も行っている。

令和3年度（12.55日）から令和7年度（13.52
日）と年次有給休暇取得率は良くなってきて
いることから、ある程度取得しやすい環境が
整ってきている。

Ａ：目標値
を達成

休暇等取得促進できており、目標値を達成し
ているため。

Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

予定通り実施し、目標値を大幅に
上回ったため。

Ａ
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Ａ：目標値を達成

B：概ね達成

C：一部達成

D：未達成

指標名

②令和７年度数値目標

単位
実績値
（R７
年度）

目標値

具体的な取り組み 担当課
取り組み内容

（白井市男女平等推進行動計画
後期実施計画から転記）

①令和７年度取組状況

実施内容 実績指標
実績値

（合計：女：男：
他）

③令和７年度評価

・Ａ：当初の計画以上に実施できた。
・Ｂ：当初の計画どおりに実施できた。
・Ｃ：当初の計画どおりには実施できなかった。
・Ｄ：実施できなかった。
・Ｚ：評価なし
　（令和６年度に実施しないことが計画の段階で
確定している事業や災害時にのみ実施する事業が
行われなかった場合など）

評価の理由

④計画期間（令和３年度～令和７年度）の取り組み内容の総括
（選択式：A～Dから選択）

取り組みの進捗状況 取り組みの成果・課題
評価の理由

（左の評価を選んだ理由）

資料１-１

エ　女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進

130

女性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計画
及びその進捗状況の公
表

人事課

⼥性活躍推進法に基づく特定事業主⾏動計画の
推進状況を可視化し、⼥性求職者の職業選択の
参考とするため、計画及び進⾏管理を⾏った進
捗状況について公表を⾏う

未実施 公表の実施 未実施 公表の実施 - 未実施 実施 Ｄ

R7年度分については、計画の見直
しに併せて進捗を把握したため、
計画更新と併せて公表したが、年
度内に公表が行えなかったため。

令和7年度は、公表時期が遅れてしまった
が、毎年、概ね進行管理を行い、女性活躍
推進法に基づく状況を把握し進行管理を
行った。

進捗管理が複雑にならないよう工夫する必要
がある。

B：概ね達成 概ね進行管理ができているため。

（3） ハラスメント防止・対策

131

セクシュアル・ハラス
メントなどの対策とし
て防止マニュアルの活
用

人事課

セクシュアル・ハラスメントなどのハラスメン
ト防⽌に努め、男⼥ともに働きやすい職場環境
を整備するため、職員ハラスメント対応マニュ
アルついて周知する。

新人研修実施。「職員ハラスメント対応マニュア
ル」について周知、職員がいつでも見られるよう
電子書庫に格納した。

マニュアルの周
知

実施
マニュアルの周
知

- 実施 実施 Ｂ

ハラスメント防止につながるよう
継続的に「職員ハラスメント対応
マニュアル」の改訂及び周知が実
施できており、数値目標を達成し
ているため。

例年、ハラスメント研修を新人対象に実
施。その時期に併せて全職員にも庁内LAN
で周知を行っている。

今後も継続的に周知していく必要がある。
Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

（4） ジェンダー統計の実施

132
各課事業での男女別参
加者の把握促進

市民活動支援課
各課事業に幅広い市民の参加が促進されるよ
う、男⼥別等の参加者の把握を⾏う。

「各種様式等における性別記載方針」により、各
課における男女別参加者の把握に寄与した。

男女別参加者の
把握

実施
男⼥別参加者の
把握

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

「各種様式等における性別記載方針」によ
り、各課の事業における男女別参加者の把
握に寄与した。

「各種様式等における性別記載方針」により
性的少数者に配慮しつつ性別情報を収集する
ことができた。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。

133
各種意識調査等におけ
る男女別分析の充実

市民活動支援課
市政の各分野について男⼥共同参画の視点から
の分析をするために、各種意識調査・統計につ
いて性別分析を⾏う。

各種意識調査・統計については、おおむね性別分
析が行われるよう各調査において分析を行った。

各種意識調査・
統計における性
別分析の実施

実施
各種意識調査・
統計における
性別分析の実施

- 実施 実施 Ｂ
当初の目標どおりに実施できたた
め。

各種意識調査・統計について性別分析を分
析した。

性別分析を実施し、計画等の事業の検討に活
かした。

Ａ：目標値
を達成

当初の目標どおりに数値目標を達成できたた
め。
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